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西宮市相談支援の手引き 

（Ｖer.6） 

令和 4年 4月改訂 

西宮市 
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西宮市では、障害のある人本人の思いや希望、意思決定を最大限尊重することを基本

として、「本人中心支援」を理念とした相談支援の展開に取り組んでいます。障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく計画相談支援の事業の人員

及び運営に関する基準などに規定されているサービス等利用計画やサービス担当者会議

は、西宮市では「本人中心支援計画」や「本人中心支援会議」と呼称しております。こ

の手引きでもたびたび出てきますので、サービス等利用計画やサービス担当者会議と読

み替えてください。 

 

この手引きは、西宮市における指定計画相談支援の基本ルールとなりますので、本市

で活動する指定特定相談支援事業所は、この手引きに則した適切な事業運営を行うよう

お願いいたします。 

 

この手引きに記載している情報は令和 4 年 4 月時点での情報です。制度改正等につき

ましては、各事業者におかれましても必ず確認するようにしてください。 

 

 

＜参考資料＞ 

〇障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準 

〇障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援に要する費用の額の算定に関する基準 

〇介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領） 

〇相談支援に関するＱ＆Ａ（令和 3年 4月 8日） 

〇令和 3年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（令和 3年 3月 31 日） 

〇西宮市計画相談支援・障害児相談支援Ｑ＆Ａ 

〇西宮市障害者総合支援法等 障害福祉サービス等支給ガイドライン 
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１ 障害者あんしん相談窓口                                     

障害者等からの相談に応じ、情報提供や助言を行ったり、障害福祉サービスの利用につ

なげたりするなど必要な支援を行うためには、地域において障害者等を支えるネットワー

クの構築が必要不可欠であります。市では、相談支援事業所を「障害者あんしん相談窓口」

と位置付けて、相談支援事業所が相互に連携を図ることで、地域に根差したきめ細かな相

談支援の展開を図っています。 

❑基幹相談支援センター 

平成 24 年度の障害者自立支援法および児童福祉法の改正により、計画相談支援の対象が

拡大されるとともに、基幹相談支援センターの設置などが盛り込まれました。市では、地

域自立支援協議会などで議論を重ね、相談支援全体を牽引するために、基幹相談支援セン

ターが必要と判断し、平成 25年度に設置しました。基幹相談支援センターは、直接本人中

心支援計画の作成を行いませんが、指定特定相談支援事業者等のサポートやスーパーバイ

ズを行ったり、スキルアップに向けた取り組みを行うなど、相談支援の質の向上および推

進の中核としての役割を担っています。 

❑指定特定相談支援事業所 

計画相談支援を担う指定特定相談支援事業所等は、本人中心支援計画の作成を通じてさ

まざまな相談を受け、本人の思いや希望、意思決定を最大限尊重することを基本として、「本

人中心」による計画相談支援を実践していただいております。指定特定相談支援事業所は

令和 4年 3月末時点では市内に 36事業所が指定を受けています。 

基幹相談支援センターや指定特定相談支援事業所など、市内のすべての相談支援事業所

は、障害者あんしん相談窓口として、相互に連携することに努めています。 

西宮市の相談支援体制のイメージ図

市内すべての相談支援事業所＝障害者あんしん相談窓口

特定

特定特定

特定特定

特定 特定

基幹相談

支援センター

北部窓口

基幹相談

支援センター

 

Ⅰ 西宮市の相談支援体制 
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参考｜障害者あんしん相談窓口連絡会について 

西宮市地域自立支援協議会は、毎月、障害者あんしん相談窓口連絡会を開催していま

す。連絡会には基幹相談支援センターや指定特定相談支援事業所のほか、市の担当者な

どが出席しています。事例検討会や各種制度の研修会、相談支援の展開にあたって意見

交換など、さまざまな内容で実施しています。 

相談支援に従事している皆様は、障害者あんしん相談窓口連絡会の一員です。情報共

有やネットワーク構築など、幅広く相談支援の質の向上にお役立てください。なお、「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援

の事業の人員及び運営に関する基準」では、相談支援事業者は相談支援専門員の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなければならないとされております。連絡会へ

の積極的なご参加をお願いします。 

また、西宮市地域自立支援協議会では、障害者あんしん相談窓口連絡会のほか、さま

ざまな部会や連絡会を設置しています。部会等には、障害当事者や保護者、障害福祉関

係の事業所、西宮市高齢者あんしん窓口、相談支援事業所、市など幅広く参画していた

だいております。相談支援専門員の皆様には、各部会等にも参画していただいており、

計画相談支援の実践を通して出てきた障害者等のニーズや地域課題などを部会での協議

に反映していただいております。 

地域自立支援協議会での協議内容は市に報告していただき、市は必要な社会資源の整

備に向けて、さまざまな施策に展開することを検討しています。 

 

(西宮市地域自立支援協議会イメージ図) 
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２ 基幹相談支援センター                    

市は、市内 2か所に基幹相談支援センターを設置しています。 

＜基幹相談支援センター＞ 

障害者総合相談支援 

センターにしのみや 

［開設時間］月～金（祝日除く） 9 時～17 時 30 分 

［所 在 地］〒662-0913 西宮市染殿町 8-17 

西宮市総合福祉センター内 

［連 絡 先］℡ 0798-37-1300  Fax 0798-34-5858 

障害者総合相談支援 

センターにしのみや 

北部窓口 

［開設時間］月～金（祝日除く） 9 時～17 時 30 分 

［所 在 地］〒651-1412 西宮市山口町下山口 1650-35 

ななくさ新生園内 

［連 絡 先］℡ 078-903-1920  Fax 078-903-1753 

＜主な役割＞  

①総合的・専門的な相談支援の実施 

・障害種別に拠らない相談支援のワンストップ窓口としての機能＜総合相談＞ 

・地域の指定相談支援事業所が抱える処遇困難ケースへの後方支援＜専門相談＞ 

②本人中心支援計画の作成支援 

・本人中心支援計画の中立性の担保＜ダブルチーム＞ 

（本人中心支援会議に参加し、本人中心支援の観点に基づいたものとなっているか、

プロセス及び計画案を確認の上、必要に応じて助言等を行う。） 

③地域の相談支援体制強化に向けた取り組み 

・地域の相談支援事業者の人材育成支援＜研修や勉強会の企画・運営＞ 

・地域の相談機関（相談支援事業者や保健・医療、就労、教育等に関する各種の相談

機関）との連携強化 

・他分野の関係機関（地域、高齢、児童等）との連携 

④地域移行・地域定着の促進に向けた取り組み 

・障害者支援施設や精神科病院等からの地域移行に向けた啓発＜働きかけ、展開力＞ 

・地域生活を支えるためのコーディネート＜個別支援＞ 

⑤権利擁護・虐待防止に関する取り組み 

・障害者虐待防止相談窓口としての機能 

・西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センターとの連携 

⑥西宮市地域自立支援協議会の運営（事務局） 

・地域課題の解決や共有を図るための地域自立支援協議会の活性化 
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３ 関係機関                          

〇西宮市障害者就労生活支援センター「アイビー」 

 西宮市障害者就労生活支援センター「アイビー」では、就労に関する相談や情報提供の

ほか、面接への同行や職場訪問し調整等を行うなど、障害のある人が安心して働くことが

できるように支援を行います。また、障害のある人の就労、実習の協力が得られる職場等

の開拓を行い、企業が障害のある人を雇用する際の相談にも対応します。 

障害者就労生活支援 

センター「アイビー」 

［開設時間］月～金（祝日除く） 9 時～17 時 30 分 

［所 在 地］〒662-0913 西宮市染殿町 8-17 

西宮市総合福祉センター内 

［連 絡 先］℡ 0798-22-2725  Fax 0798-22-2724 

 

〇西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センター 

西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センターは、地域での権利擁護支援を推進していく

ための中核的な役割・機能を担う拠点です。 

権利擁護支援センターは、その機能として専門的支援機能、成年後見制度利用支援機能、

ネットワーク推進機能を持ち合わせています。障害者の状態や状況を踏まえて、その思い

や必要な支援ニーズに対応するため、法律等の専門家、行政、西宮市高齢者あんしん窓口、

障害者総合相談支援センターにしのみやなど関係機関と連携・協働し相互に役割を確認し

ながら支援を行っていきます。また、障害者の虐待案件では、障害者の権利侵害の状態の

改善や適切な権利行使を支援するために虐待対応協力機関として関与します。 

高齢者・障害者 

権利擁護支援センター 

［開設時間］月～金（祝日除く） 9 時～17 時 30 分 

［所 在 地］〒662-0913 西宮市染殿町 8-17 

西宮市総合福祉センター内 

［連 絡 先］℡ 0798-37-0024  Fax 0798-37-0067 

 

〇障害者虐待防止センター 

障害者虐待防止法に基づき、市は障害者虐待防止センターを設置しています。障害者虐

待防止センターの具体的な業務として、①養護者、障害者福祉施設従事者等、使用者によ

る障害者虐待に関する通報または届出の受理、②養護者による障害者虐待の防止および養

護者による障害者虐待を受けた障害者の保護のための相談、指導および助言、③障害者虐

待の防止および養護者に対する支援に関する広報・啓発があります。 

市は、障害者虐待防止センターにかかる業務の一部を委託し、委託機関と連携を図りな

がら対応に当たっています。なお、障害者虐待防止センターは休日や夜間においても速や

かに対応できる体制を確保することが求められているため、下記のとおり、平日窓口とと
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もに 24 時間対応を行う西宮市障害者虐待ホットラインを整備しています。 

名称 電話番号 備考 

西宮市生活支援課 0798-35-3130 平日日中のみ 

西宮市障害者虐待ホットライン 0798-35-2787 24 時間対応 
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１ 計画相談支援                       

１ 特定相談支援事業とは                              

特定相談支援事業は、基本相談支援と計画相談支援のいずれも行う事業です。相談支援

専門員は基本相談支援を土台とし、計画相談支援とあわせながら、本人の支援を展開して

いきます。市が指定する特定相談支援事業者（いわゆる指定特定相談支援事業者）は、計

画相談支援のみを行うだけでないことに留意してください。 

基本相談支援と計画相談支援　イメージ図

計画相談支援

基本相談支援

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画相談支援とは   

計画相談支援には「①サービス利用支援」「②継続サービス利用支援」の 2種類がありま

す。 

①サービス利用支援 

 障害福祉サービス等の申請にあたり、障害のある人の心身の状況や環境、利用に関する

意向、その他の事情を勘案し、利用する障害福祉サービスやその内容等を定めた計画案（本

人中心支援計画案）を作成します。障害福祉サービス等の支給決定やその変更の決定が行

われた後に、関係者との連絡調整その他の便宜を供与するとともに、障害福祉サービス等

参考｜障害者総合支援法における相談支援 

相談支援とは基本相談支援、地域相談支援及び計画相談支援をいい、地域相談支援と

は、地域移行支援及び地域定着支援をいい、計画相談支援とは、サービス利用支援及び

継続サービス利用支援をいい、一般相談支援事業とは基本相談支援及び地域相談支援の

いずれも行う事業をいい、特定相談支援事業は、基本相談支援及び計画相談支援のいず

れも行う事業をいう。（障害者総合支援法第 5条第 18 項） 

Ⅱ 西宮市の計画相談支援 
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の種類や内容、担当者等を含めた計画（本人中心支援計画）を作成します。 

②継続サービス利用支援 

障害福祉サービス等の支給決定期間において、継続してサービスを適切に利用できるよ

う、本人中心支援計画が適切であるかどうかを厚生労働省令で定める期間ごとに当該利用

者のサービス利用状況を検証し、その結果や利用者の心身の状況、環境、サービス利用の

意向、その他の事情を勘案し、本人中心支援計画の見直しを行います。また、その結果に

ついてはモニタリングシートにまとめます。必要に応じて、サービス事業者等との連絡調

整を行ったり、障害福祉サービス等の変更・更新が必要な場合は支給申請の勧奨を行いま

す。 

この手続きは、通称「モニタリング」と呼ばれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考｜計画相談支援の対象サービス 

計画相談支援の対象となるサービスは以下のとおりです。 

 介護給付 

身体介護,家事援助,通院等介助,通院等乗降介助,重度訪問介護,重

度障害者等包括支援,同行援護,行動援護,生活介護,短期入所,施設

入所支援,療養介護 

 訓練等給付 

自立訓練(機能訓練),自立訓練(生活訓練),就労移行支援,就労継続

支援Ａ型,就労継続支援Ｂ型,自立生活援助,就労定着支援,共同生活

援助,宿泊型自立訓練 

 地域相談 地域移行支援,地域定着支援 

 
障害児 

通所支援 

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅

訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援 

（※障害児相談支援対象サービス） 

※上記サービスを利用しない人は、計画相談支援の対象外となります。たとえば、地

域生活支援事業である「移動支援」や「地域活動支援センター」のみの利用者は計

画相談支援の対象外です。 

 ※介護保険の対象者は、原則介護保険のケアマネジャーが対応し、計画相談支援の支

給決定はしません。基本的にはケアマネジャーが障害福祉サービスを含めたプラン

を作成することとなります。ただし、障害福祉サービス固有の行動援護、同行援護、

自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援など、障害福祉の観点からその

必要性や支給量について判断する必要がある場合で、市が本人中心支援計画案の作

成が必要と認める場合には、計画相談支援の支給決定を行うことがあります。併給

の必要性がある場合は市にご相談ください。 
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３ 基本相談支援とは 

 計画相談支援として関わっている利用者に対して、計画相談支援の対象とならない部分

については基本相談支援として対応します。個別給付の対象外になりますが、基本相談支

援は計画相談支援の土台となるものです。障害者総合支援法第 5条第 19 項においては、障

害者やその保護者、介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報提供や助言、障害福祉サ

ービス事業者等との連絡調整などを行うこととされております。 

基本相談支援と計画相談支援の流れ（イメージ）

イ
ン
テ
ー
ク
・
ア
セ
ス
メ
ン
ト

本
人
中
心
支
援
会
議

本
人
中
心
支
援
計
画
案
作
成

※
１

本
人
中
心
支
援
会
議

※

２

本
人
中
心
支
援
計
画
作
成

※

１

モ
ニ
タ
リ
ン
グ(

利
用
者
の
居
宅
等
訪
問)

本
人
中
心
支
援
会
議

(

必
要
に
応
じ
て)

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ー
ト
作
成

※

１

障
害
者
か
ら
の
相
談
に
応
じ
、
情
報
提
供
や

助
言
、
そ
の
他
連
絡
調
整
等
を
行
う
。

計画相談支援
（サービス利用支援）

相
談
受
付

基本

相談
計画相談支援

（継続サービス利用支援）

基本

相談

障
害
者
か
ら
の
相
談
に
応
じ
、
情
報
提
供
や

助
言
、
そ
の
他
連
絡
調
整
等
を
行
う
。

基本

相談

※１ 本人中心支援計画案や本人中心支援計画、モニタリングシート作成後は利用者等の同意および交付が必要です。

※２ 本人中心支援計画案の内容を変更する必要がない場合、必ずしも会議形式を求めるものではなく、必要に応じて関

係機関への連絡、調整および周知等を行うことで差し支えないものとします。

支
給
決
定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考｜指定特定相談支援事業所の「基本相談支援」と「地域生活支援事業の相談支援事

業」との関係について 

基本相談支援とは、質の高い計画相談支援を提示する上で重要な基盤となるものであ

り、指定特定相談支援事業所が計画相談支援に必要な範囲で行うものです。一方、地域

生活支援事業の相談支援事業は、市の責務として、一般的な相談、計画相談支援の対象

とならない事例や障害支援区分認定が難しい事例に対しても積極的かつ真摯に対応する

ものです。市では、地域生活支援事業の相談支援事業は障害者総合相談支援センターに

しのみやに委託して実施しています。 
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２ 本人中心支援計画                       

１ 本人中心支援計画とは 

 西宮市では、障害福祉サービスや障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービ

ス等）を利用する際に作成するサービス等利用計画と障害児支援利用計画のことを「本人

中心支援計画」と呼称しています。 

 本人中心支援計画は、本人の課題や問題点のみを羅列するような計画ではなく、主体者

である本人の思いや希望をもとに、福祉、医療、教育、日中活動、住まい、余暇などさま

ざまな視点から、今後のくらしの目標あるいは関係機関の役割などを明確にし、障害者の

生活を総合的に支援するための計画です。相談支援専門員は、本人の強みに着目しながら、

本人の意思決定への支援を踏まえて計画を作成していきます。サービスの給付管理が主目

的でないという点に留意が必要です。 

また、市は、本人中心支援計画を障害福祉サービス等の支給決定の参考とさせていただ

いております。 

 

本人中心支援計画案（サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案）

利用者氏名（児童氏名） 保護者氏名（児童の場合） 本人中心支援会議実施日 平成　　年　　月　　日

会議実施場所 相談支援事業所名 計画作成担当者名

利用者負担上限額 参加者

本人が希望する暮らし

総合的な援助の方針

暮らしの中での希望・目
標・課題

希望や目標を実現してい

くために（　　　）まで
に何をしていくか

それぞれの人が何をしていくのか（役割）

本人 （家族） （支援Ａ） （支援Ｂ） 留意事項

暮

ら
し

の
場

どこで・誰

と・どんな暮
らしがしたい

のか

日

中
活

動

（

仕

事
な

ど
）

平日の日中は
どこで・どん

な仕事（勉

強）がしたい
のか

福祉サービス等の

種類・内容・量
（頻度・時間）

提供事業所名

（担当者名・電話）

余

暇
・

楽

し
み

・

活
動

休日や仕事の
あと、どこ

で・誰と・ど
んなことがし

たいのか

次回見直し予定日 　　平成　　　年　　　月　　　日　　AM・PM　　：　　
本人署名欄：

　　　平成　　年　　月　　日　　　　　氏名

モニタリング期間
１・２・３・４・６・１２ヶ月ごと （平成　　年　　月　～　平成　　年　　月） モニタリング期間

設定理由（実施月 ４・５・６・７・８・９・１０・１１・１２・１・２・３ 月）

 

２ 本人中心支援計画のメリットは 

 本人中心支援計画を作成することで、本人もしくは支援機関等において、以下のような

メリットが考えられます。 

参考）本人中心支援計画案の様式 
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３ 障害福祉サービス等支給ガイドライン 

障害福祉サービス等の支給決定は、障害者の心身の状況（障害支援区分）、介護者の状況、

サービスの利用意向の具体的内容、住まいや社会活動といった障害者の置かれている状況

などを踏まえて、市が行うこととなっています。また、障害者総合支援法では、「市町村は

支給決定を行う場合には、障害福祉サービスの種類ごとに月を単位として障害福祉サービ

スの量を定めなければならない」とされています。 

西宮市では、サービス類型ごとに支給の要否や標準支給量を「障害福祉サービス等支給

ガイドライン」で定めており、支給決定する際の基準（目安）としています。標準支給量

は、障害者の心身の状況（障害支援区分）、障害者の置かれている状況（日中活動の有無）

という指標により定めたものです。 

ガイドラインはあくまで標準支給量であり、上限ではありません。ただし、標準支給量

を超える申請があった場合は、市内部の会議に諮ったうえで、真に必要であるかを検討し

ます。その際には相談支援事業者に本人等の状況を確認する資料の作成を依頼することが

あります。本人や家族の状況等により、どのような支援がどれだけ必要であるか、本人中

心支援会議などで検討したうえで、サービスに過不足のないプラン作成をお願いします。 

また、標準支給量を超える支給決定を行った場合は、市関係者以外の第 3者で構成され

た非定型審査会に諮り、市の支給決定の妥当性について意見をいただくことになります。

第 3者からの意見や評価をもとに、今後の支援の方向性について、意見させていただくこ

とがあります。 
西宮市 障害福祉サービスガイドライン 

参考｜セルフプラン 

本人中心支援計画は、相談支援専門員が作成するものと、本人自らが作成するセルフ

プランがあります。相談支援専門員が作成する場合は、計画相談支援として、サービス

調整をはじめさまざまな相談をすることができ、モニタリングを行いながら継続的な支

援を受けることができます。一方でセルフプランの場合は、モニタリングはなく、サー

ビスの調整などについては自らが行う必要があります。 

西宮市や厚生労働省は、セルフプランは推奨しておらず、相談支援専門員による計画

作成を推奨しています。 

検索 

・利用者と支援機関が共有することで、一体的な支援を受けることができます。 

・相談支援専門員等の幅広い情報や専門的な知識をもとに、さまざまな提案や助言等を

受けることができます。 

・支援機関において共通の目標・指標とすることができます。 

・サービス提供事業所における個別支援計画の基礎とすることができます。 

・個別の支援をもとに、地域での不足している資源（地域課題）を捉えることができ、

地域自立支援協議会での協議につないでいくことができます。 
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参考｜本人中心支援計画と個別支援計画の連動 

サービス管理責任者等が作成する個別支援計画は、本人中心支援計画を踏まえ、自事

業所での取り組みや適切な支援内容などについて掘り下げた計画です。たとえば生活介

護や就労継続支援 B型などの日中活動サービス事業所の個別支援計画であれば、作業内

容や対人関係などについて、必要なアセスメントをさらに深め、本人の思いや希望に添

えるような計画を作成します。サービス利用開始当初は相談支援専門員と本人が抽出し

たニーズを中心に個別支援計画を作成することになると思いますが、日々サービス提供

している事業所側のほうが本人のニーズの変化を把握できるので、サービス管理責任者

等から相談支援専門員に対して計画変更の相談など、連携する機会も多くなってくるこ

ともあると思います。 

本人中心支援計画と個別支援計画は相互に影響しあう関係にあり、双方にすり合わせ

たり確認したりしながら、本人の支援を進めていくことが必要です。 

　本人中心支援計画と個別支援計画の関係性について

ア
セ
ス
メ
ン
ト

本
人
中
心
支
援
計
画
案

個
別
支
援
計
画

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

相
談
支
援
事
業
者

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者

ア
セ
ス
メ
ン
ト

本
人
中
心
支
援
計
画

継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援

（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
）

個
別
支
援
計
画
の
実
施

（
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
）

個
別
支
援
計
画
の
変
更

本

人

中

心

支

援

会

議

個
別
支
援
計
画
の
原
案

本
人
中
心
支
援
計
画
の
変
更

支

給

決

定

｜
西
宮
市
｜

本

人

中

心

支

援

会

議

個

別

支

援

会

議

本

人

中

心

支

援

会

議
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１ サービス利用支援（新規）                                              

利用者 指定特定相談支援事業所 サービス提供事業所 市

個別支援計画

作成

計画案作成依頼 相談・申請受付

利用契約

利用者宅訪問・アセスメント

支給申請書

サービス利用の相談・申請 相談・申請受付

本人中心支援会議（サービス担当者会議）

支給決定

本人中心支援計画

本人中心支援会議（サービス担当者会議）

障害支援区分認定調査

審査会

支給申請書

・様式17号

・様式18号

・インテークシート
・本人中心支援計画案

・現在の生活

・週間計画表

本人中心支援計画

案

・様式17号

・様式18号

・インテークシート
・本人中心支援計画案

・現在の生活

・週間計画表

・決定通知書

・サービス受給者証

・（区分認定通知書）

など

・決定通知書

・サービス受給者証

・（区分認定通知書）

など

本人中心支援計画 本人中心支援計画

サービス利用開始

サービス受給者証

基幹相談支援セン

ターが出席し、スー

パーバイズを行う

場合もあります。

本人中心支援計画案

の内容変更がない場
合は、必ずしも会議

形式を求めるのでは

なく、必要に応じて関

係機関への連絡、調

整等をすることでも差
し支えない。

計画案作成依頼
㋐

㋑

㋒

㋓
㋔

㋕

㋖

 

Ⅲ 計画相談支援のプロセス 
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㋐相談受付 

利用者が市に障害福祉サービス等の申請をした場合、市は障害支援区分認定調査や審査

会などの支給決定の手続きを進めていくとともに、利用者に対しては計画相談支援を案内

します。指定特定相談支援事業所には、利用者もしくは市から計画相談支援の相談や申請

が入ります。 

〇利用者から 

指定特定相談支援事業所は、障害福祉サービス等受給者証により計画相談支援の支給対

象者であることを確認します。支給決定を受けていない人（受給者証を持っていない人）

からの相談の場合は、市の担当ＣＷに計画相談支援対象者になるか否かを確認してくださ

い。市は「サービス等利用計画案・障害児利用支援計画案提出依頼書（様式 16 号）」は本

人宛に基本的には発行していませんので、担当ＣＷに確認するようお願いします。 

〇市から 

市は、申請者に代わって、計画相談支援の代行申請を行っています。たとえば、利用者

が A 相談支援事業所と計画相談支援の利用契約を結びたい意向を示している場合、市は A

相談支援事業所に対して、「サービス等利用計画案提出のご依頼（様式 16－2）」を送付しま

す。 

市が計画相談支援を進めてきた過程において、利用者が相談支援事業所に申し込みする

ことができず、なかなか計画相談支援につながらないことがありました。市では支援が滞

らないよう、利用者に任せるだけでなく、計画相談支援の代行申請を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

㋑利用契約 

利用者からの申請もしくは市からの代行申請を受けて、計画相談支援として支援に関わ

ることとなった場合、指定特定相談支援事業所は利用者に対して契約書や重要事項説明書

等の内容を説明し、利用者に同意を得てから契約を交わし、書面を交付します。人員体制

上受け入れが困難であったり、サービス提供地域外などの理由により契約を交わさない場

合は、他の指定特定相談支援事業所もしくは障害者総合相談支援センターにしのみやにつ

なぐところまで、必ず責任を持って対応してください。今すぐに計画相談支援に入れず数

か月待機していただく場合はその旨を説明してください。 

また、市からの代行申請の場合は、契約を交わさないもしくは数か月待機が必要である

参考｜支給決定にかかる市の動き 

障害福祉サービス等の利用を申請した場合、市は障害支援区分認定調査を行います。

訓練等給付や地域相談の利用申請の場合は調査のみを実施し、居宅介護などの介護給付

費等の利用申請の場合は、調査に加えて、医師意見書を取り寄せたうえで西宮市障害支

援区分認定審査会に諮ります。申請から審査会までに要する期間はおおよそ 1 カ月～1

カ月半です。 
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場合なども含めてすべて必ず利用者に連絡を入れて、適切に対応してください。最初の対

応で計画相談支援に対する期待感が変化することもありますので、丁寧な対応をよろしく

お願いします。 

 

㋒アセスメントの実施 

本人中心支援計画は個々の利用者の特性に応じて作成されることが重要です。相談支援

専門員は、本人中心支援計画の作成に当たって、利用者についてその有する能力、その置

かれている環境および日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の希望する生活や利

用者が自立した日常生活を営むことができるよう解決すべき課題等を把握（アセスメント）

しなければなりません。また、アセスメントの実施にあたっては、必ず利用者の居宅、障

害者支援施設等、精神科病院を訪問し、利用者およびその家族等と面接を行わなければい

けません。 

アセスメントは利用者の思いや希望を明確にし、その実現に向けて必要なことを確認す

るプロセスであり、その支援の方向性を決める根幹となる部分です。アセスメントの内容

がずれると、その後に作成される本人中心支援計画の中身もずれたものになります。 

では、適切にアセスメントするためにはどうすればいいでしょうか。まずは必要な情報

を集めて、利用者を総合的に理解することが大切です。インテークシートに記載されてい

る項目は、アセスメントするために最低限把握するべき内容です。これまでの成育歴や家

族状況、利用者本人の障害特性、関係機関との結びつきなど、多面的な情報の把握に努め

るようにします。なお、すべての情報を最初からすべて把握することは困難です。利用者

との関係構築の中で確認できない（確認しないほうがいい）部分は空欄でも構いません。

その後の支援経過のなかで随時追記・修正してください。 

また、相談支援専門員は、市が保有している障害支援区分認定調査にかかる資料（概況

調査票、一次判定結果資料、特記事項、医師意見書）の情報提供を依頼することができま

す。ただし、「情報提供申請（本人同意書）兼誓約書」において、必ず利用者または保護者

に事前に同意を得ることが必要です。 

 本人中心支援計画を作成するにあ

たり、適切なアセスメントが不可欠

であります。インテークやアセスメ

ントが本人中心支援計画の土台とな

りますので丁寧に行うようにしてく

ださい。 

また、アセスメントは相談員と利

用者の信頼関係の構築のために、非

常に重要な作業でもあります。必要

なことの聞き取りだけに集中するこ

インテーク

アセスメント

本人中心支援計画

本人中心支援会議

インテークやアセス

メントが本人中心

支援計画の土台と

なります。

イメージ図
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となく、本人の話に耳を傾けることも大切です。面接技法を高めさまざまな内容を聞き出

し、より質の高い計画作成を行えるよう、日々研鑽に努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㋓本人中心支援会議の実施 

 アセスメントの結果を踏まえて、本人中心支援計画案を作成します。西宮市では、計画

案の作成にあたり、本人および本人中心支援計画案に位置付ける福祉サービス等の担当者

（家族、サービス提供事業者、教育関係者、医療関係者など）を集めた「本人中心支援会

議」の開催を求めています。アセスメント結果を踏まえた本人の希望や目標を関係者全員

で共有し、担当者からの意見を求めたり、本人の意向を再確認したりしながら、福祉サー

ビス等の担当者の役割を整理します。 

 本人中心支援会議は、本人の希望や目標を確認するとともに、各機関の役割や支援の方

向性を確認していく場であることから、関係者全員の出席が望まれます。ただし、福祉サ

ービス等の担当者と日程調整

を行った結果、やむを得ず、本

人と限定された出席者のみで

開催することとなった場合は、

欠席する担当者にサービスの

説明および意見の聴取を行い、

内容については必ず記録する

ようにしてください。また、本

人と相談支援専門員の 2人のみ

の場合が最小単位の本人中心

支援会議として成立している

ものとします。会議の場所は不

Ｑ＆Ａ｜居宅の訪問によるアセスメント 

Ｑ 相談支援専門員はアセスメントの実施にあたっては必ず利用者の居宅、障害者支援

施設等、精神科病院を訪問し、利用者およびその家族等と面接を行わなければならな

いとされていますが、①自宅よりも効果的なアセスメントができる場合や自宅訪問が

難しい場合は事前に行われる面接は相談支援事業所や日中通っている事業所等で行っ

ても構わないでしょうか。②計画作成時は、上記①の理由で自宅訪問しないことがあ

っても、モニタリング等を通じていつかは自宅訪問することでよいでしょうか。 

Ａ 計画作成にあたっては、利用者の日常生活全般を支援する観点に立って作成するこ

とが重要であることから、生活状況を十分把握することが必要であり、その把握につ

いては自宅訪問により生活環境を見ることが重要である。よって、①②とも計画作成

に先立ち自宅訪問が必要である。 

本人中心支援会議のイメージ図

本人

日中活動の支援者

暮らしの場の支援者

行政の担当者

親や兄弟

民生委員

余暇活動の支援者

基幹相談支援センター職員

指定特定相談支援事業所の

相談支援専門員
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問です。 

 

 

 

 

 

 

㋔本人中心支援計画案の作成 

本人中心支援会議での検討内容を受けて、相談支援事業所は本人中心支援計画案、現在

の生活、週間計画表を作成します。本人中心支援計画案等は、市が障害福祉サービス等の

支給決定を行う際の参考としますが、必ずしも、計画案の内容＝支給決定の内容とは限ら

ないことにご留意ください。本人の状況や希望を十分に検討したうえで、「障害福祉サービ

ス等支給ガイドライン」(P12 参照)も踏まえながら、計画案等を作成してください。 

本人中心支援計画案を作成後は、計画案の内容について利用者またはその家族に対して

説明し、記名・押印により利用者からの同意を得ることが必要です。なお、署名は本人に

よる自筆を原則とします（18 歳未満の場合は保護者による署名）。自筆が難しい場合は本人

の氏名を代筆し、代筆者の氏名を記載してください。 

市に対しては、以下の書類を提出してください。また、利用者から同意を得た計画案等

は、その写しを利用者に交付しなければいけません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㋕計画相談支援の支給決定 

 市は、本人中心支援計画案および障害支援区分認定調査の内容等をもとに、障害福祉サ

ービス等の支給決定を行います。本人中心支援計画案の内容のまま計画相談支援や障害福

祉サービス等の支給決定を行う場合、支給決定日は原則計画案の受付日としています。た

だし、計画案の内容によっては、相談支援専門員に確認させていただき、市内部の会議に

＜提出書類＞ 

①計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書（様式 17 号） 

②計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書（様式 18 号） 

③インテークシート 

④本人中心支援計画案（サービス等利用計画案） 

⑤現在のサービス利用状況と一般的生活状況シート【現在の生活】 

⑥本人中心支援計画（案）をふまえたサービスの利用希望と生活のイメージシート【週

間計画表】 

※支給申請書兼利用者負担上限月額減免等申請書は、市担当CWが調査時に求めるため、

指定特定相談支援事業所からの提出は不要。 

参考｜本人中心支援会議への市職員の参加 

本人中心支援会議の議題に障害福祉サービス等の支給量や利用方法に関すること、成

年後見制度に関することなどがあったり、あるいは困難ケース事例である場合など、市

職員の出席が必要と思われる場合は地区担当の CW までご相談ください。 
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諮るなどにより、支給決定が遅れることや認められないことがあります。 

 支給決定を行ったあとは、市は本人に障害福祉サービス等の決定通知書や受給者証等を

送付します。相談支援専門員は受給者証の写しを保管するとともに、印字している計画相

談支援の支給決定期間、モニタリング期間、事業所名やその他サービス内容等について確

認してください。また、本人の同意があれば送付先を変更することが可能です。その場合

は、市に「障害福祉サービス受給者証送付変更届」を提出してください。 

 

【補足】モニタリング期間の設定について 

 市は、本人中心支援計画案に記載されたモニタリング期間の提案を踏まえ、利用者の心

身の状況や置かれている環境、サービスの利用状況、総合的な援助の方針など、利用者の

個別の状況を勘案して、モニタリング期間を決定します。 

平成 30 年度の法改正において、表①のとおり、標準的なモニタリング期間の見直しが行

われています。表①は利用するサービス等に応じて設定した標準期間であることを踏まえ、

市は一律に標準期間に沿って設定するのではなく、アセスメントにより勘案すべき事項の

状況を把握した相談支援専門員の提案も踏まえてモニタリング期間を設定します。頻回な

モニタリングを行うことで、より効果的に支援の質を高めることにつながると考えられる

場合は標準よりも短い期間の設定を検討します。また、利用者と相談支援専門員の関係性

構築や維持、継続的な支援の実行などといった観点から、標準期間を下回る、モニタリン

グ期間の設定は認めていません。 

＜表① モニタリング期間（標準期間）＞ 

 
旧基準 

(29 年度まで) 

見直し後 ※1 

30 年度～ 31 年度～ 

新規サービス利用者 ※2 
1 月間 

(利用開始から 3 月のみ) 

1 月間 

(利用開始から 3 月のみ) 

在
宅
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
・ 

 
 
 
 
 

障
害
児
通
所
支
援 

等 

集中的支援が必要な者 ※3 1 月間 1 月間 

就労定着支援、自立生活援助、日

中サービス支援型共同生活援助 
― 3 月間 

居宅介護、行動援護、同行援護、

重度訪問介護、短期入所、就労移

行支援、自立訓練 

6 月間 6 月間 3 月間 

生活介護、就労継続支援 A 型・B

型、共同生活援助(日中支援型を

除く)、地域移行支援、地域定着

支援、障害児通所支援 

6 月間 6 月間 

6 月間 

※65 歳以上で介護保険

のケアマネジメントを受

けていない者は 3 月間 

施設入所支援、療養介護、重度障害者等

包括支援 
1 年間 6 月間 

※１ 現に計画作成済みの対象者については、各見直し時期以降に計画再作成（または変更）を行うまでは、なお従前

の例によります。 

※２ 支給決定または支給決定の変更によりサービスの種類や内容、量に著しく変動があった者。 

※３ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要な者。または、単身世帯に属す

るまたは同居家族等の障害や疾病等のため自ら障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難な者 
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【補足】計画相談支援の支給決定期間について 

市では、原則本人（18 歳未満の場合は保護者）の誕生月の末日で障害福祉サービス等の

支給決定を終了しています。また、サービスごとに支給決定の有効期間を下表のとおり設

定しています。サービスの最長の有効期間と本人（18 歳未満の場合は保護者）誕生月到来

を比し、先に（または同時に）期限が到来したタイミングで支給決定の終期月を設定しま

す。たとえば、平成 30 年 4 月 1 日付けで 6 月誕生月の人に家事援助を新規決定する場合は、

平成 30 年 4 月 1 日～6 月 30 日の支給決定となります。平成 30 年 7 月 1 日からの更新決定

は最長の有効期間である 1 年間で支給決定を行います。そのほか 18 歳や 65 歳到達時、標

準利用期間が定められているサービスなどは、別途支給決定の有効期間の終期月を設定す

ることもあり、サービスごとに複数の支給決定の終期が設定される場合があります。 

 計画相談支援の支給決定期間については、対象者が利用する障害福祉サービス等の支給

決定の有効期間のうち最長の有効期間の終期月までとしています。 

＜障害福祉サービス等の支給決定の有効期間＞ 

サービスの種類 支給決定の有効期間 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害

者等包括支援、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労

継続支援 A型、就労継続支援 B型、共同生活援助、宿泊型

自立訓練、自立生活援助、就労定着支援、地域定着支援、

障害児通所支援 

1 か月～1年(最長) 

※施設入所支援とともに支給決定する

生活介護、就労継続支援 B型、自立訓練、

就労移行支援は最長 3年 

施設入所支援、療養介護 1 か月～3年(最長) 

地域移行支援 1 か月～6か月(最長) 

 

【補足】モニタリング月の設定 

 利用する障害福祉サービス等の終期月にモニタリングを実施することを前提に、モニタ

リング実施予定月を設定します。 

 なお、複数の支給決定の有効期間の終期が設定されている場合、複数の支給決定の有効

期間のうち最長の有効期間の終期月にモニタリングを行うことを前提に、モニタリング実

施予定月を設定します。この場合、できる限り、複数の有効期間の終期月にモニタリング

を実施することが望ましいです。 

例）家事援助と計画相談支援を平成 29 年 12 月 1 日～30 年 10 月 31 日の期間で支給決定。

モニタリング期間が 3か月の場合 

12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

 モ   モ   モ   モ 

 

 

 

終期月のため、必

ずモニタリング

を実施 

終期月からさかのぼ

り、3カ月ごとにモ

ニタリング月を設定 

終期月からさかのぼり、3カ月

ごとにモニタリング月を設定

していくと、開始月が 3カ月に

ならないこともあります。 
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㋖本人中心支援計画の作成 

 支給決定の内容を受けて、相談支援専門員は実際にサービス提供する障害福祉サービス

事業者等の連絡調整を行うこととなっており、また本人中心支援会議の開催等により、本

人中心支援計画案の内容について説明を行うとともに、担当者から専門的な見地からの意

見を求めることとなっています。 

市では、計画の作成に当たり、原則本人中心支援会議の開催を求めていますが、計画案

作成にあたり本人中心支援会議を開催していることから、支給決定後において本人中心支

援計画案の内容を変更する必要がない場合は、必ずしも会議形式を求めるものではなく、

必要に応じて関係機関への連絡、調整および周知等を行うことで差し支えないものとして

います。 

相談支援専門員は、本人中心支援会議や連絡調整等の内容を受けて、本人中心支援計画

を作成します。作成した計画については、利用者またはその家族に対して説明し、記名・

押印により利用者からの同意を得ることが必要です。なお、署名は本人による自筆を原則

とします（18 歳未満の場合は保護者による署名）。自筆が難しい場合は本人の氏名を代筆し、

代筆者の氏名を記載してください。 

また、利用者から同意を得た計画等は、その写しを利用者およびサービス提供担当者に

交付しなければなりません。サービス提供事業所に対し計画を交付するときは、サービス

提供事業所が作成する個別支援計画と連動できるよう、趣旨や内容を説明するなどの配慮

するように努めてください。市に対しては、計画案と変更がある場合のみ提出してくださ

い。計画案から変更がない場合は提出不要としています。 
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２ モニタリング（更新月でない場合）              

１ モニタリングとは 

 相談支援専門員は、モニタリング実施月に、利用者の居宅、障害者支援施設等、精神科

病院を訪問し、利用者等と面接を行い、また必要に応じて本人中心支援会議を開催し、本

人中心支援計画の実施状況や新たな希望や課題が生じていないか等を確認します。必要に

応じて本人中心支援計画の変更※１、サービス提供事業所等との連絡調整その他の便宜を提

供するとともに、新たな支給決定が必要でないかを確認します。 

前段の※１で「必要に応じて本人中心支援計画の変更」となっていますが、モニタリン

グの結果、サービスの内容や支給量に変更が伴うものは本人中心支援計画の変更が必要で

あるとみなします。ただし、地域生活支援事業である移動支援の追加や支給量の変更、ま

たはサービスの取消や支給量減、モニタリング期間の変更は除きます。 

本人中心支援計画に位置付けられている、本人が希望するくらしや総合的な援助の方針、

サービス提供日時、サービス提供事業所などの変更は、その変更の程度もさまざまなもの

があると思われますが、市は支給決定の変更を伴わないものは軽微な変更とみなし、本人

中心支援計画の再作成は不要とします。この場合、本人中心支援計画を再作成した場合で

あってもサービス利用支援の請求はできません。また、モニタリングの結果、本人中心支

援計画に変更がない場合も本人中心支援計画の再作成は不要です。 

なお、モニタリングとは利用者や支援者等に現状の確認や共有を行うものであり、電話

のみの聞き取りや本人不在の話し合いはモニタリングとして認められません。 

モニタリング時（更新月でない場合）の手続きフロー

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施

そ
の
結
果
、
計
画
の
変
更
は
？

本人中心支援計画の変更なし

本人中心支援計画の軽微な変更
(原則支給決定の内容や変更を伴わない)

本人中心支援計画の変更あり
（原則支給決定の内容や変更を伴う）

・本人の希望するくらし、総合的な援助の

方針、サービス提供事業所や曜日の変更等

・モニタリング期間の変更

・サービスの取消、支給量の減

・移動支援の追加や支給量の変更

・サービスの追加、支給量の増加

※移動支援は除く

※サービスの取消、支給量の減は除く

※モニタリング期間の変更は除く

手続き：P.23 計画再作成が

不要な場合

手続き：P.24 計画再作成が

必要な場合

手続き：P.23 計画再作成が

不要な場合
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【補足】基本相談支援による対応 

 モニタリング実施月でない場合であっても、必要に応じて、利用者等と連絡を取り、利

用者の状況の把握に努め、また介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報提供や助言、

障害福祉サービス事業者等との連絡調整などを行う必要があります。計画相談支援の対象

とならない部分については、個別給付の対象外になりますが、基本相談支援として対応し

ます。また、利用者の状況は日々変化していくことがあり、モニタリング実施月でないと

きに訪問によるモニタリングが必要となることがあります。市では、モニタリング予定月

でない場合に訪問によるモニタリングが必要となった場合は、継続サービス利用支援によ

る対応の可否を検討しますので、担当 CW までご相談ください。 

  

【補足】サービス利用がなかった場合のモニタリング 

 障害福祉サービス等の支給決定はされているが、実際の利用がなかった場合でも、モニ

タリング月にはモニタリングを行い、状況を把握したうえでサービス内容の変更等の必要

性を判断します。その他のサービスの利用の必要性を含めて検討することが必要です。 

 

２ 計画再作成が不要な場合（継続サービス利用支援としての請求の場合） 

利用者 指定特定相談支援事業所 サービス提供事業所 市

利用者宅訪問・モニタリング

サービス利用開始

・モニタリング

シート
(・週間計画表)

・モニタリング

シート

(・週間計画表)

㋐

㋐モニタリングシートの作成 

相談支援専門員は、モニタリング実施月に、利用者の居宅、障害者支援施設等、精神科

病院を訪問し、モニタリングで確認した結果をモニタリングシートにまとめます。モニタ

リング期間の変更がある場合はその理由も記載してください。サービスの取消や支給量の

減、移動支援の追加や支給量の変更がある場合は週間計画表を作成してください。本人中

心支援計画の変更の有無にかかわらず、新たに調整等が必要となった場合はその支援を実

施します。 

 また、計画の変更がない場合でも、本人中心支援会議の開催することも検討してくださ

い。本人や支援者が顔を合わせながら情報共有を行い、支援方針を確認する機会の確保し、

より強い連携の構築に努めてください。この場合は後述するサービス担当者会議実施加算

に該当することが想定されます。 

作成したモニタリングシートは、利用者からの同意署名を得て、利用者に写しを交付し
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なければいけません。市に対して提出する書類は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

３ 計画再作成が必要な場合（サービス利用支援としての請求の場合） 

利用者 指定特定相談支援事業所 サービス提供事業所 市

利用者宅訪問・モニタリング（再アセスメント）

本人中心支援会議（サービス担当者会議）

支給決定

本人中心支援計画

本人中心支援会議（サービス担当者会議）

・支給申請書

・インテークシート

・本人中心支援計画案
・現在の生活

・週間計画表

・モニタリングシート

本人中心支援計画

案

・支給申請書

・インテークシート

・本人中心支援計画案
・現在の生活

・週間計画表

・モニタリングシート

・決定通知書

・サービス受給者証

・（区分認定通知書）

など

・決定通知書

・サービス受給者証

・（区分認定通知書）

など

本人中心支援計画 本人中心支援計画

サービス受給者証

基幹相談支援センターが

出席し、スーパーバイズを

行う場合もあります。

本人中心支援計画案

の内容変更がない場

合は、必ずしも会議

形式を求めるのでは

なく、必要に応じて関

係機関への連絡、調

整等をすることでも差

し支えない。

誕生月更新以外のモニタリング

時にサービスの追加もしくは変
更申請があった場合、サービス

利用支援の手続きが必要です。

サービス利用開始

支給申請書 ・支給申請書

・モニタリング
シート

サービス利用開始

㋐

㋑

㋒

㋓

 

＜提出書類＞ 

①モニタリングシート 

②本人中心支援計画（案）をふまえたサービスの利用希望と生活のイメージシート【週

間計画表】  ※②は必要に応じて提出すること。 
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㋐モニタリングシートの作成 

利用者の居宅、障害者支援施設等、精神科病院を訪問し、モニタリングで確認した結果

をモニタリングシートにまとめます。サービスの追加や支給量の増にかかる支給決定が必

要であると認められる場合はサービス支給申請書を利用者に記載していただきます。また、

再アセスメントを行い、利用者の思いや希望、その実現に向けて必要なことを修正・変更

します。常に変化する本人の思いに沿いながら、より深めたアセスメントから本人中心支

援計画の作成につなげてください。 

 

㋑本人中心支援計画案の作成 

 P.17「４本人中心支援会議の実施」～P.18「５本人中心支援計画案の作成」に準じたプ

ロセスを行ってください。本人中心支援計画案を作成後に、市に提出する書類は以下のと

おりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㋒障害福祉サービス等の支給決定 

 P.18「６計画相談支援の支給決定」に準じたプロセスを行ってください。 

 

㋓本人中心支援計画の作成 

P.19「７本人中心支援計画の作成」に準じたプロセスを行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜提出書類＞ 

①支給申請書兼利用者負担上限月額減免等申請書 

②インテークシート 

③本人中心支援計画案（サービス等利用計画案） 

④現在のサービス利用状況と一般的生活状況シート【現在の生活】 

⑤本人中心支援計画（案）をふまえたサービスの利用希望と生活のイメージシート【週

間計画表】 

⑥モニタリングシート 
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３ モニタリング（更新月の場合）                    

利用者 指定特定相談支援事業所 サービス提供事業所 市

利用者宅訪問・モニタリング（再アセスメント）

本人中心支援会議（サービス担当者会議）

支給決定

本人中心支援計画

本人中心支援会議（サービス担当者会議）

・インテークシート

・本人中心支援計画案

・現在の生活
・週間計画表

・モニタリングシート

本人中心支援計画

案

・インテークシート

・本人中心支援計画案

・現在の生活
・週間計画表

・モニタリングシート

・決定通知書

・サービス受給者証
・（区分認定通知書）

など

・決定通知書

・サービス受給者証
・（区分認定通知書）

など

本人中心支援計画 本人中心支援計画

サービス利用開始

サービス受給者証

基幹相談支援セン

ターが出席し、スー

パーバイズを行う場

合もあります。

本人中心支援計画案

の内容変更がない場
合は、必ずしも会議

形式を求めるのでは

なく、必要に応じて関
係機関への連絡、調

整等をすることでも差
し支えない。

サービス利用開始

・モニタリング

シート

サービス更新の案内

支給申請書

サービス更新の申請

相談・申請受付

誕生月更新時はサービス

の追加や変更がない場
合でもサービス利用支援

の手続きが必要です。

障害支援区分認定調査

審査会

※区分更新対象者の場合

支給申請書

㋐

㋑

㋒

㋔

㋓
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㋐サービス更新の案内の送付（市→利用者あて） 

 市は、受給者証の終了月となる前月中旬以降に、利用者に対して、受給者証の更新に関

する案内文を送付し、以下の書類を提出するよう依頼します。 

 

 

 

 

 

ただし、サービスと障害支援区分の有効期間の終了月が同じ場合については、受給者証

の更新に関する案内を送付しません。これらの方に対しては、市担当者から障害支援区分

認定調査の実施のための連絡を直接入れます。調査時に、利用者に申請書を記入していた

だき、直接受け取ります。 

 

㋑モニタリングシートの作成 

相談支援専門員は、モニタリング実施月に、利用者の居宅、障害者支援施設等、精神科

病院を訪問し、モニタリングで確認した結果をモニタリング報告書またはモニタリングシ

ートにまとめます。また、再アセスメントを行い、利用者の思いや希望、その実現に向け

て必要なことを修正・変更します。常に変化する本人の思いに沿いながら、より深めたア

セスメントから本人中心支援計画の作成につなげてください。 

 

㋒本人中心支援計画案の作成 

 P.17「４本人中心支援会議の実施」～P.18「５本人中心支援計画案の作成」に準じたプ

ロセスを行い、本人中心支援計画案を作成します。作成後、市に提出する書類・時期は以

下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜利用者からの提出書類＞ 

①支給申請書兼利用者負担上限月額減免等申請書 

※必要に応じてマイナンバーカードや市町村民税課税証明書 

※セルフプランの方は、新たなセルフプラン 

＜提出書類＞ 

①インテークシート 

②本人中心支援計画案（サービス等利用計画案） 

③現在のサービス利用状況と一般的生活状況シート【現在の生活】 

④本人中心支援計画（案）をふまえたサービスの利用希望と生活のイメージシート【週

間計画表】 

⑤モニタリングシート 

※支給申請書兼利用者負担上限月額減免等申請書は利用者から提出されるため、指定特

定相談支援事業所からの提出は不要。 

＜提出時期＞ 

受給者証の更新月の 15日までを目安に提出してください。 
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【補足】サービス終了月（更新月）のモニタリング、本人中心支援会議の開催について 

 モニタリング、本人中心支援会議の開催および本人中心支援計画案の作成・同意、市へ

の提出まですべてをサービス終了月（更新月）に行うことが難しい場合は、利用者に合意

が取れていれば、前倒しで行うことは認めています。モニタリングを実施しなければいけ

ない利用者が相当数いる場合などは、モニタリングや本人中心支援会議を実施するタイミ

ングを調整してください。 

 

㋓障害福祉サービス等の支給決定 

 P.18「６計画相談支援の支給決定」に準じたプロセスを行ってください。 

 なお、市は、利用者から受給者証の更新に関する申請書が提出された場合、新たな受給

者証等を更新月の 20 日過ぎに送付します。サービスの内容・量に変更がある場合は早めに

本人中心支援計画案等を提出するようお願いします。 

 

㋔本人中心支援計画の作成 

P.19「７本人中心支援計画の作成」に準じたプロセスを行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



29 

 

 

 

１ インテークシート                       

 インテークシートは利用者を総合的に理解するために必要な項目です。基本属性シート

とあわせて、基礎情報として記録してください。一度の面接で完璧なシートの作成は求め

ていません。モニタリングを重ねながら、利用者との関係構築を深めていき、随時シート

を加筆・修正してください。 

 インテークシートや基本属性シートの記載のポイントは以下のとおりです。 

インテークシート 

対象者の氏名、住所、生年月日、手帳情報などの基本情報のほか、障害福祉サービス

等の利用状況、生活歴、支援機関とのつながり等をまとめます。生活歴については、ラ

イフステージごとにおけるエピソードを把握し、障害特性の理解につなげていきます。

どのような環境で生活してきたかを確認しながら、利用者の背景にある思いを探ります。 

また、家族構成や同居別居、関係性などを記載します。 

基本属性シート 

利用者の希望や思いに沿った本人中心支援計画の作成に向けた観点から、利用者の「で

きること・できないこと」の把握だけに留まらず、本人の強みにも着目してまとめます。 

 

参考）インテークシート 

 

生活歴（就学前に受けた支援・どのような学校で学んだか等を含む）

エコマップ

その他、成年後見制度の利用等

エコマップ

行政・学校等

インフォーマルな社会資源
医療・福祉等の社会資源

普通の結びつき

強い結びつき

弱い結びつき

ネガティブな結びつき

本人

 
 

成人期　インテークシート

相談日 　年　　月　　日

□来所　□電話　□文書　□ＦＡＸ　

ふ り が な □訪問　□その他（　　　　　　　　　）

経由機関

受付担当者

性　　別 手　帳

Ｔ E Ｌ

Ｆ A Ｘ

相談者氏名 氏　名

本人との関係 関　係

ＴＥＬ ＴＥＬ

ＦＡＸ ＦＡＸ

同居

別居

□同 □別

□同 □別

□同 □別

□同 □別

□同 □別

＊    新規の場合は相談内容を記入。

受付　Ｎｏ．
相談方法

氏　　名

□男　　□女 □無　　□有

生年月日
西暦　　　年　　　月　　日
　　　　　　　　　　（　　　才）

種類・等級

現 住 所
〒

障害名

住　所
〒

住　所

.

氏　　　　　名 年齢 職業　・　学校 特記事項

その他の
連絡先

相談内容【　新規　・　継続　】 ［家族構成］年齢・主介護者等記入、同居者は一線で表示

家　　　　族

続柄

現在受けているサービス【障害支援区分：　　　　　】

対応者所見・その他の情報 対応状況

□　情報提供のみ
□　他機関紹介
□　計画作成
訪問対応予定　　　年　　　／　　（　　　）
再来所予定　　　　年　　　／　　（　　　）

Ⅳ 本人中心支援計画等の作成ポイント 
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基本属性シート２

医療処置(通院、診察・処理)　　医師の診察結果の説明等(理解への工夫)　　

健康管理(病気の訴え・病気への留意・栄養管理)服薬管理　　処方薬の内容

行動障害に関する領域

自傷行為　　他人や物に対する粗暴な行為　　強いこだわり・多動・パニック等不安定な行動

社会生活や社会参加に関する領域

社会や集団生活への適応等(人間関係・環境等)　　余暇活動や地域活動等への参加(趣味・旅行、社会的活動)　

　　当事者活動参加

就労に関する領域

就労への動機づけ(就労の意義、就労意欲)　　　仕事内容の理解・技術習得　　　就労のための送迎・移動

健康に関する領域

 

 

基本属性シート３
家族支援に関する領域

家族（情報・介護負担・家族関係・社会参加）

生活基盤に関する領域
経済環境

住環境（必要な場合は見取り図等を記入）

その他（記入者が特に気づいたこと）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本属性シート１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記入者：　　　　　　　　　　）

コミュニケーションスキルに関する領域

意思の伝達　　意思表示の手段　　他者からの意思伝達の理解　　情報伝達の工夫、方法　　

緊急時の連絡手段・方法（電話・緊急通報機器等）

日常生活に関する領域(身体介助の必要性とその内容)①

寝返り・体位変換　　起き上がり・横になる行為　　座位保持　　車いす等への移乗　　屋内移動

日常生活に関わる領域(身体介助の必要性とその内容)②

起床・就寝(声掛け・習慣)　　衣服の着脱(上着・ズボン等)　　食事　　排泄行為　　入浴　　整容

日常生活に関わる領域(家事援助の必要性とその内容)

調理(食事準備・後片付けも)　　洗濯(洗濯・干す・片づけ)　掃除　　衣類の補修　　

整理整頓(衣類・日用品・書類等)　金銭管理(収入支出・保管)　　代筆・電話の仲立ち等　　育児

日常生活に関わる領域(外出介助の必要性とその内容)

屋外移動　　安全確認　　買い物
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２ アセスメントシート                      

 アセスメントは利用者の思いや希望を明確にし、その実現に向けて必要なことを確認す

るプロセスであり、その支援の方向性を決める根幹となる部分です。利用者が何を求めて

いるかを正しく把握し、それを支援するために、利用者と家族、支援者等との関係性を理

解し、評価・分析していきます。利用者がどのような人間関係や社会関係のなかで、現在

の生活状況や理解状況にあるかをアセスメントすることは、本人と共に生き、相互に影響

を与えあっている家族や支援者の理解や認識を評価・分析することが必要になります。な

お、家族や支援者の一般的な理解力や技能をアセスメントすることではなく、利用者本人

との関係性における、理解やかかわり方へのアセスメントです。 

市では、本人中心アセスメントシートを使います。相談支援専門員は、本人に対して、

目標や強み、弱みを確認し、また家族や支援者からは「家族や支援者が思う、本人の強み

や弱み」「家族や支援者が期待する、本人の目標」のほか、「（家族や支援者目線ではなく）

本人はどう思っていると思いますか」ということを聞き取ります。支援者に対しては、支

援者の思いと、支援者が考える本人の思いを明確に分けて聞き取ることが大切です。 

 このシートを完成させていくと、本人と家族、支援者の考えにズレがでてくることがあ

ります。それぞれの専門性の立場や利害が反映されるので、ズレが生じることは当然です。

しかし、支援の専門性は、本人の自己決定や自己実現に寄与するものでなければなりませ

ん。本人中心の視点を確保しながら、利用者の思いや希望を明確にし、支援者の役割や必

要なサービスなどを整理していきます。 

 

参考）本人中心アセスメントシート 

・自分の良いところ　・得意なこと　・
自分が強いなと思うところ

・自分が苦手のこと　　　　　　　　・
少し心細いなと思うところ

聞き取
り日付

本　人

現在またはこれから、どんなことをして
いきたいか。また、何を目標にしている
か、本人は、どう思っていると思います
か。　　　　　　　　　　　　　例えば
（①暮らしの場、②日中活動、③余暇・
遊び等）

あなたが期待する本人の目標
あなたが思う、本人の強み（ストレング
ス）やよいところはどんなところですか

あなたが思う、本人の苦手なことや困っ
ていそうなところはどんなとこですか

聞き取
り日付

家族Ａ

支援メンバー
（日中活動）

支援メンバー
（暮らし等）

支援メンバー
（ガイヘル等）

友人・その他

氏名： 相談支援専門員：

・どんなとこで　だれと　どんなふうに暮らしていきたいか　・
やってみたいこと　　・めざしているもの（こと）

指定特定の相談支援専門員による本人中心アセスメントシート
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３ 本人中心支援計画案                       

 本人中心支援計画案は、課題や問題点のみを羅列するような計画ではなく、利用者の思

いや希望をもとに、福祉、医療、教育、日中活動、住まい、余暇などさまざまな視点から、

今後のくらしの目標あるいは関係機関の役割、必要なサービスなどを明確にし、本人およ

び関係者の共通指針となるものです。 

次回見直し予定日 　　平成　　　年　　　月　　　日　　AM・PM　　：　　
本人署名欄：

　　　平成　　年　　月　　日　　　　　氏名

モニタリング期間
１・２・３・４・６・１２ヶ月ごと （平成　　年　　月　～　平成　　年　　月） モニタリング期間

設定理由（実施月 ４・５・６・７・８・９・１０・１１・１２・１・２・３ 月）

福祉サービス等の

種類・内容・量

（頻度・時間）

提供事業所名
（担当者名・電話）

余
暇

・
楽

し

み

・
活

動

休日や仕事の

あと、どこ
で・誰と・ど

んなことがし
たいのか

日
中

活
動

（

仕
事

な
ど
）

平日の日中は

どこで・どん

な仕事（勉
強）がしたい

のか

暮
ら

し
の

場

どこで・誰

と・どんな暮
らしがしたい

のか

利用者負担上限額 参加者

本人が希望する暮らし

総合的な援助の方針

暮らしの中での希望・目

標・課題

希望や目標を実現してい

くために（　　　）まで
に何をしていくか

それぞれの人が何をしていくのか（役割）

本人 （家族） （支援Ａ） （支援Ｂ） 留意事項

本人中心支援計画案（サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案）

利用者氏名（児童氏名） 保護者氏名（児童の場合） 本人中心支援会議実施日 平成　　年　　月　　日

会議実施場所 相談支援事業所名 計画作成担当者名

①

②

③ ④

⑤

⑦ ⑧

⑥

⑩

⑨

 

＜記載のポイント＞ 

番号 記載ポイント 

① 
利用者が希望する生活の全体像を記載してください。家族や利用者の意向もあると思われますが、

利用者本人の計画であることを常に意識してください。 

② 
①の内容を相談支援専門員の立場で捉えなおし、本人が目指す生活に沿った支援の方針を記載して

ください。支援者の立場からどのように取り組んでいくか、支援者の共通の指針となります。 

③ 
①②を踏まえ、サービスの利用の有無を問わず、利用者が希望する生活を実現するための目標や課

題等を記載してください。 

④ 支援の達成時期・評価時期を設定し、目標や課題解決に向けて取り組む内容を記載してください。 

⑤ 目標や課題解決に向けて、本人や関係機関が具体的に何をするか、役割を記載してください。 

⑥ そのほかの取り組み、サービス提供にあたっての留意事項を記載してください。 

⑦ 
利用するサービスの種類や内容、量を記載してください。インフォーマルな支援を含めて検討し、

必要に応じて盛り込んだ内容にしてください。 

⑧ 
サービスの提供事業所とその担当者および連絡先を記載してください。本計画と一体的にするた

め、計画案にも提供事業所名欄を入れています。未確定の場合は計画案は空欄でも構いません。 

⑨ 
モニタリング期間およびモニタリング実施月を選択してください。標準的なモニタリング期間より

も短く設定する場合は、モニタリング期間設定理由欄に、その理由を記載してください。 

⑩ 
原則自筆により、本人氏名（18 歳未満の場合は保護者氏名）、署名をもらった日を記載していただ

きます。代筆の場合は利用者本人の氏名を代筆のうえ、代筆者の氏名を記載していただきます。 



33 

 

４ 週間計画表                         

ア）現在のサービス利用状況と一般的生活状況シート【現在の生活】 

 本人中心支援計画案作成前（変更前）の週間計画表です。 

イ）本人中心支援計画（案）をふまえたサービスの利用希望と生活のイメージシート【週

間計画表】 

 本人中心支援計画案作成後（変更後）の週間計画表です。 

氏名：

月 火 水 木 金 土 日

生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン

4:00

6:00

8:00

10:00

12:00

14:00

16:00

18:00

20:00

22:00

0:00

2:00

4:00

本人中心支援計画（案）をふまえたサービスの利用希望と生活のイメージシート【週間計画表】

年　　　月　　　日　現在

 

相談支援専門員備考欄 週を超えて、月単位で利用する可能性のあるサービス（短期入所等）

⑬

⑭ ⑮

＜記載のポイント＞ 

番号 記載ポイント 

⑪ 

本人中心支援計画案作成前（変更前）における、1週間の生活実態を具体的に記載してください。

障害福祉サービスだけでなくその他のサービス（移動支援など）、地域の社会資源（学校、医療機

関など）の利用についても記載してください。 

⑫ 
サービスの内容や量の根拠が分かるように記載してください。また、隔週や不定期に利用している

サービスについて記載してください。その他留意事項などがあれば記載してください。 

⑬ 

本人中心支援計画案に基づいた 1週間の生活実態を具体的に記載してください。障害福祉サービス

だけでなくその他のサービス（移動支援など）、地域の社会資源（学校、医療機関など）の利用に

ついても記載してください。また、支給決定の根拠となりますので、サービスの内容、曜日、時間

帯などを明確にしてください。 

⑭ 
本人中心支援計画案に基づくサービスの必要性や目的であったり、サービスの利用を通して期待す

ることや留意点など、相談支援専門員としての所見を記載します。 

⑮ 隔週や不定期に利用しているサービスについて記載してください。 

 

氏名：

月 火 水 木 金 土 日

現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活

4:00

6:00

8:00

10:00

12:00

14:00

16:00

18:00

20:00

22:00

0:00

2:00

4:00

年　　　月　　　日　現在

 

特記事項

現在のサービス利用状況と一般的生活状況シート【現在の生活】

⑪

⑫
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５ モニタリングシート                      

 モニタリングでは、利用者の居宅、障害者支援施設等、精神科病院を訪問し、利用者等

と面接を行い、また必要に応じて本人中心支援会議を開催し、本人中心支援計画の実施状

況、新たな希望や課題が生じていないか等を確認します。 

 モニタリングシートは、以下の 2 種類の様式があります。いずれの様式を使用しても構

いませんが、様式１は、本人だけでなく支援者のモニタリング記載欄がありますので、会

議形式によるモニタリングの場合に使用することを検討してください。また、様式 2 は、

本人との面談によるモニタリングの場合に使用することを検討してください。 

 

西宮市長　様

上記、（１）（２）について同意し、（３）について申請します。 　平成　　年　　月　　日　 　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）同意書 担当相談支援専門員の訪問等を受け、上記モニタリング内容に同意します。

（３）計画相談支援給付費の

　　　支給内容の変更申請

モニタリング期間の変更の有無 □　なし □　あり

モニタリング期間
１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ６ ・ １２ヶ月ごと （平成　　年　　月　～　平成　　年　　月）

（実施月 ４ ・ ５ ・ ６ ・ ７ ・ ８ ・ ９ ・ １０ ・ １１ ・ １２ ・ １ ・ ２ ・ ３ 月）

モニタリング期間設定理由

（１）提出物及び作成年月日
□　週間計画表等の提出物については右の日付で作成したものと同様とします。 サービス等利用計画案提出書類作成年月日　　平成　　年　　月　　日

□　サービス利用状況に変更があるため、週間計画表等を添付します。

余

暇

・

楽

し

み

・

活

動

休日や仕事のあと、どこ

で・誰と・どんなことが

したいのか

相談支援専門員所見

次回モニタリング日時　平成　　年　　月　　日　AM・PM　　：　　　

日

中

活

動

（

仕

事

な

ど
）

平日の日中はどこで・ど

んな仕事（勉強）がした

いのか

暮

ら

し

の

場

どこで・誰と・どんな暮

らしがしたいのか

参加者

暮らしの中での希望や目標を実現し

ていくために、（　　　　　）まで

に何をしていくのか。

モニタリング時点で達成した事項及びなぜ達成できなかったかの説明

本人 （家族） （支援Ａ） （支援Ｂ）
（行政・その他自由に追

加可能）

モニタリングシート（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）兼モニタリング期間変更届

利用者氏名（児童氏名） 保護者氏名（児童の場合） モニタリング実施日 平成　　年　　月　　日

面談場所 相談支援事業所名 計画作成担当者名

⑯

⑰

⑱

＜記載のポイント＞ 

番号 記載ポイント 

⑯ 本人中心支援計画で定めていた内容（④と同じ内容）を記載してください。 

⑰ 

計画で定められていた本人や支援者の役割についての進捗を確認し、達成度合いを記載してくださ

い。本人や支援者の取り組み状況であったり、取り組んでいくなかで見えてきた課題や考えなどを

記載してください。 

⑱ 

これまでの取り組みの経過などを踏まえて、本人が希望するくらしや総合的な援助の方針に対する

評価や今後の方向性、本人中心支援計画の見直しの必要性など、相談支援専門員としての考えを記

載してください。 

 

(様式 1) 
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　西宮市長　様

上記、（１）（２）について同意し、（３）について申請します。

モニタリング期間設定理由

　平成　　年　　月　　日　 　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）計画相談支援給付費の支給内容の変更申請

モニタリング期間の変更の有無 □　なし □　あり

モニタリング期間
１・２・３・４・６・１２ヶ月ごと（平成　　年　　月　～　平成　　年　　月）

（実施月4・5・6・7・8・9・10・11・12・1・2・3月）

（１）提出物及び作成年月日

□　週間計画表等の提出物については下記の日付で作成したものと同様とします。

サービス等利用計画案提出書類作成年月日　　平成　　年　　月　　日

□　サービス利用状況に変更があるため、週間計画表等を添付します。

（２）同意書 担当相談支援専門員の訪問等を受け、以上①～⑤のモニタリング内容に同意します。

次回モニタリング日時　平成　　年　　月　　日　AM・PM　　：　　　

⑤相談支援専門員所見

③その他必要な援助等の確認

④関係機関との調整

①ご本人の心身、居宅等の状況

②サービス利用の状況（現在の利用状況、内容変更の有無）

相談支援事業所名 計画作成担当者名

参加者

モニタリングシート（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）
兼モニタリング期間変更届

利用者氏名

訪問日 平成　　年　　月　　日 面談場所

⑲

⑳

㉑

㉒

㉓

 

＜記載のポイント＞ 

番号 記載ポイント 

⑲ 

計画で定められていた本人(や支援者)の役割についての進捗を確認し、達成度合いを記載してくだ

さい。本人や支援者の取り組み状況であったり、取り組んでいくなかで見えてきた課題や考えなど

を記載してください。利用者本人からの言葉や表現を生かして、記載してください。 

⑳ 障害福祉サービスや移動支援などの利用状況、変更の有無を確認し、その内容を記載してください。 

㉑ 障害福祉サービス等以外での必要な支援の状況を記載します。 

㉒ 関係機関と調整したことや聞き取ったことを記載してください。 

㉓ 

これまでの取り組みの経過などを踏まえて、本人が希望するくらしや総合的な援助の方針に対する

評価や今後の方向性、本人中心支援計画の見直しの必要性など、相談支援専門員としての考えを記

載してください。 

 

 

(様式 2) 
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１ 算定構造                          

 令和３年度報酬改定により、計画相談支援給付費の算定構造が見直されました。 

＜基本報酬＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本部分 

単位 

（1月あたり） 

 居宅介護 

支援費重 
複減算Ⅰ 

居宅介護 

支援費重 
複減算Ⅱ 

介護予防 

支援費重 
複減算 

特別 

地域 
加算 基本 

計
画
相
談
支
援
給
付
費 

機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ) 1864 単位  -572 単位 -881 単位 － 

＋15 

/100 

機能強化型サービス利用支援費(Ⅱ) 1764 単位  -572 単位 -881 単位 － 

機能強化型サービス利用支援費(Ⅲ) 1672 単位  -572 単位 -881 単位 － 

機能強化型サービス利用支援費(Ⅳ) 1622 単位  -572 単位 -881 単位 － 

サービス利用支援費(Ⅰ) 1522 単位  -572 単位 -882 単位 － 

サービス利用支援費(Ⅱ) 732 単位  － -92 単位 － 

機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅰ) 1613 単位  -623 単位 -932 単位 － 

機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅱ) 1513 単位  -623 単位 -932 単位 － 

機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅲ) 1410 単位  -623 単位 -932 単位 － 

機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅳ) 1360 単位  -623 単位 -932 単位 － 

継続サービス利用支援費(Ⅰ) 1260 単位  -623 単位 -932 単位 -16 単位 

継続サービス利用支援費(Ⅱ) 606 単位  － -278 単位 － 

障
害
児
相
談
支
援
給
付
費 

機能強化型障害児支援利用援助費(Ⅰ) 2027 単位  － － － 

機能強化型障害児支援利用援助費(Ⅱ) 1927 単位  － － － 

機能強化型障害児支援利用援助費(Ⅲ) 1842 単位  － － － 

機能強化型障害児支援利用援助費(Ⅳ) 1792 単位  － － － 

障害児支援利用援助費(Ⅰ) 1692 単位  － － － 

障害児支援利用援助費(Ⅱ) 815 単位  － － － 

機能強化型継続障害児支援利用援助費(Ⅰ) 1724 単位  － － － 

機能強化型継続障害児支援利用援助費(Ⅱ) 1624 単位  － － － 

機能強化型継続障害児支援利用援助費(Ⅲ) 1527 単位  － － － 

機能強化型継続障害児支援利用援助費(Ⅳ) 1476 単位  － － － 

継続障害児支援利用援助費(Ⅰ) 1376 単位  － － － 

継続障害児支援利用援助費(Ⅱ) 662 単位  － － － 

Ⅴ 報酬関係 
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＜加算＞ 

加算 

算定できる月 

留意事項 サービス 
利用支援 

継続 
サービス 
利用支援 

その他 
の月 

利用者負担上限額管理加算 

(月 1回を限度) 
1 回につき 150 単位 ● ● ● 

毎月モニタリングの場合、

上限管理者になる場合あ

り。 

初回加算(計画相談支援) 
1 月につき 

300 単位 ●   令和3年度の報酬改定によ

り算定要件が拡大 初回加算（障害児相談支援） 500 単位 ●   

主任相談支援専門員配置加算 1 月につき 100 単位 ● ● ● 
市への届け出が必要。基本

報酬時に毎回算定可能 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 
1 月につき 

200 単位 ● ● ● 入院時情報連携加算(Ⅰ)、

(Ⅱ)の同時算定は不可。加

算単独での請求可。 入院連携加算(Ⅱ) 100 単位 ● ● ● 

退院・退所加算(3 回を限度) 1 回につき 200 単位 ●   初回加算との併給不可。 

居宅介護支援事業所等連携加算 

（計画相談支援のみ） 
1 月につき ※ ※ ※ ※ 

令和 3年度の報酬改定

により算定要件が拡

大。算定要件により、

単位等は異なる。 

保育・教育等移行支援加算 

（障害児相談支援のみ） 
1 月につき ※ ※ ※ ※ 

令和 3年度報酬改定に

より新設。算定要件に

より、単位等は異なる。 

医療・保育・教育機関等連携加算 1 月につき 100 単位 ●   

初回加算を算定する場合

併給不可。退院・退所加算

を算定し、かつ、退院また

は退所する施設職員のみ

から情報提供を受けた場

合、併給不可。 

集中支援加算 1 月につき 300 単位   ● 

基本報酬算定時は不可。ま

た、福祉サービス等を提供

する機関が開催する会議

の参加により算定する場

合、入院時情報連携加算

(Ⅰ)または退院・退所加算

を算定する場合算定不可。 

また、居宅介護支援事業所

等連携加算及び保育・教育

等移行支援を算定する場

合も場合によっては算定

不可。 

サービス担当者会議実施加算 1 月につき 100 単位  ●   

サービス提供時モニタリング加算 1 月につき 100 単位 ● ● ● 加算単独での請求可。 

行動障害支援体制加算 1 月につき 35 単位 ● ●  
市への届け出が必要。基本

報酬時算定時に毎回算定

可能。 

要医療児者支援体制加算 1 月につき 35 単位 ● ●  

精神障害者支援体制加算 1 月につき 35 単位 ● ●  

ピアサポート体制加算 1 月につき 100 単位 ● ●  

令和3年度報酬改定により

新設。市への届け出が必

要。基本報酬時算定時に毎

回算定可能。 

サービス担当者会議実施加算 1 月につき 100 単位  ●   

サービス提供時モニタリング加算 1 月につき 100 単位 ● ● ● 加算単独での請求可。 
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２ 基本報酬                          

１ 基本報酬の考え方 

❑基本的な取り扱い 

計画相談支援給付費には、基本報酬の区分としてサービス利用支援と継続サービス利用

支援があります。以下に記載している内容は、各報酬区分の算定要件です。いずれかの報

酬区分のすべてを満たさないと算定できません。 

＜算定要件＞ 

ア）サービス利用支援 

①本人中心支援計画の作成に当たってのアセスメントに係る利用者の居宅等への訪問に

よる利用者及びその家族への面接等 

②本人中心支援計画案及び本人中心支援計画の利用者又はその家族への説明並びに利用

者又は障害児の保護者の文書による同意 

③本人中心支援計画案及び本人中心支援計画の利用者又は障害児の保護者及び担当者へ

の交付 

④本人中心支援会議の開催等による担当者への説明及び専門的な意見の聴取 

イ）継続サービス利用支援 

①利用者の居宅等への訪問による利用者又は障害児の保護者への面接等 

②本人中心支援計画の変更についての指定サービス利用支援の対応に準じた手続きの実

施（基準第 15条第 3項第 3号により準用する第 15条第 2項第 6号、第 11号から第 13

号まで） 

※サービス利用支援費はア）の①～④のすべてが完了して、請求することが可能となりま

す。つまり、相談支援専門員が本人中心支援計画を作成し、利用者から文書による同意

を得た時点で請求できます。市に計画案を提出した時点ではありません。たとえば、誕

生月更新時に、市への計画案の提出が平成 31 年 1 月 15 日、支給決定日が 2 月 1 日、計

画への同意が 2月 8日の場合は、平成 31年 2月分として 3月に請求を行うこととなりま

す。計画案を提出が 1月ということで、1月分として 2月に請求ということにはなりませ

んのでご注意ください。 

※継続サービス利用支援費はイ）の①～②すべてが完了して、請求することが可能となり

ます。つまり、利用者宅等に訪問しモニタリングを実施した時点で請求が可能となりま

す。市へのモニタリングシート提出時ではありません。 

※サービス利用支援および継続サービス利用支援は月額報酬のため、同一月に複数回行っ

たとしても、サービス利用支援費または継続サービス利用支援費の一方しか請求できま

せん。サービス利用支援を行った後に、同一の月に継続サービス利用支援を行った場合

で市が認めた場合のみ、例外的にサービス利用支援と継続サービス利用支援を算定でき

ます。 
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❑機能強化型サービス利用支援費 

 令和 3 年度報酬改定により、新たに機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)～（Ⅳ）が基本

報酬の区分として新設されました。これは質の高いマネジメントを行う事業所を評価する

為の特定事業所加算を基本報酬に組込んだものであり、これにより特定事業所加算は廃止

されます。機能強化型の対象となる事業所は公正中立性を確保し、サービス提供主体から

も実質的に独立した事業所であることや、常勤かつ専従の相談支援専門員が配置され、ど

のような支援困難ケースでも適切に支援できる体制が整備されていること、市町村や基幹

相談支援センター等との連携体制の確保されていることほか、協議会との連携や参画が強

く望まれるものです。 

機能強化型事業所としての算定には市への届け出が必要です（ただし、令和 2 年度まで

に特定事業所加算の届け出を行っていた場合は不要）。また、算定要件は以下のとおりで

す。本算定を行った特定相談支援事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に関

する所定の記録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった場合については提

出しなければなりません。 

 

機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ) 1 

＜算定要件＞以下の(1)(2)に掲げる要件のいずれかを満たしていること。 

 

(1) 他の指定特定相談支援事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律にづ

く指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成二十四年厚生労働省令第二十八号 。以下

「指定基準」という。）第三条第一項に規定する指定特定相談支援事業所をいう。以下同じ。）と一体的

に管理運営※1を行う指定特定相談支援事業所にあっては、以下のア～ケに掲げる基準のいずれにも適合

すること。 

 ※１ 一体的に管理運営を行うとは次の要件を満たすものでなければならないこと。また、当該報酬 

については、複数の事業所が協働して体制の確保や質の向上に向けた取組をすることとし、人員 

配置要件や 24 時間の連絡体制確保要件については、地域生活支援拠点等を構成する複数の指定特 

定相談支援事業所全体で人員配置や連絡体制が確保されていることをもって要件を満たすことに 

なる。 

  a 協働体制を確保する事業所間において、協定を締結していること。 

  b(1)の要件を満たしているかについて、協定を締結した事業所間において、定期的（月１回） 

に確認が実施されていること。 

  c 原則、全職員が参加するケース共有会議、事例検討会を月 2回以上共同して実施している 

   こと。  

ア 利用者に関する情報またはサービス提供にあたっての留意事項にかかる伝達等を目的とした会議※1 

を定期的※2に開催すること。※3 

 ※１ ①議題については少なくとも次のような議事を含めること。 

a 現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針 

b 過去に取り扱ったケースについての問題点およびその改善方策 

c 地域における事業者や活用できる社会資源の状況 

d 保健医療および福祉に関する諸制度 

e アセスメントおよび本人中心支援計画の作成に関する技術 

f 利用者からの苦情があった場合はその内容および改善方針 

g その他必要な事項 

②議事については、記録を作成し、5年間保存しなければならない。  

※２ 定期的とは、おおむね週 1回以上であること。 
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機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ) 2 

 ※３ 一体的に管理運営を行う事業所であって、（１）※１の cに定める会議を開催した週については、 

当該会議をもって本会議を開催したこととして差し支えない。 

 

イ 24 時間連絡体制※１を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保しているこ

と。 

※１ 常時、担当者が携帯電話等により連絡を取ることができ、必要に応じて相談に応じることが可

能な体制をとる必要があること。当該事業所の相談支援専門員の輪番制による対応等も可。 

ウ 指定特定相談支援事業所の新規に採用したすべての相談支援専門員に対し、相談支援従事者現任研

修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施していること。※１ 

  ※１ 一体的に管理運営を行う事業所のうち、現任研修を修了した相談支援専門員が配置されていな 

い事業所に新規に採用した事業所がいる場合、他の一体的に管理運営を行う事業所に配置され 

た現任研修修了者から適切な指導を行う必要がある。 

エ 基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事

例に係る者に計画相談支援を提供していること。 

※自ら積極的に支援困難ケースを受け入れるものでなければならず、また、そのため、常に基幹相談 

支援センター、委託相談支援事業所または協議会との連携を図らなければなりません。 

オ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 

カ 運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置づけられていることを定めている

こと。 

キ 当該特定相談支援事業所及びこれと一体的に管理運営を行う指定特定相談支援事業所において、専

ら指定計画相談支援の提供にあたる常勤かつ専従の相談支援専門員を合計 4 名以上配置し、かつ、そ

のうち 1名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

 ※4 名以上のうち 3 名（現任研修を修了した相談支援専門員 1 人を含む）を除いた相談支援専門員に

ついては、当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の

職務を兼務しても差し支えないものとする。また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事

業所、指定一般相談支援事業所または指定自立生活援助事業所の場合については、当該 3 名を除く職

員に限らず、職務を兼務しても差し支えない。 

ク 当該特定相談支援事業所及びこれと一体的に管理運営を行う指定特定相談支援事業所において、そ

れぞれ専ら指定計画相談支援の提供にあたる常勤かつ専従の相談支援専門員を 1 名以上配置している

こと 

ケ 当該特定相談支援事業所及びこれと一体的に管理運営を行う指定特定相談支援事業所において、そ

れぞれサービス利用支援および継続サービス利用支援を提供する件数（指定障害児相談支援事業所の

指定を併せて受けており、一体的に運営されている場合は障害児相談支援の利用者を含む）が、1 月

において相談支援専門員 1人あたり 40 件未満であること。 

 

(2) (1)に規定する指定特定相談支援事業所以外の指定特定相談支援事業所にあっては、以下の基準のい

ずれにも適合すること 

ア (1）のア～オの基準に適合すること。 

イ 専ら指定計画相談支援の提供にあたる常勤かつ専従の相談支援専門員を 4 名以上配置し、かつ、そ

のうち 1名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

 ※4 名以上のうち 3 名（現任研修を修了した相談支援専門員 1 人を含む）を除いた相談支援専門員に

ついては、当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の

職務を兼務しても差し支えないものとする。また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事

業所、指定一般相談支援事業所または指定自立生活援助事業所の場合については、当該 3 名を除く職

員に限らず、職務を兼務しても差し支えない。 

ウ サービス利用支援および継続サービス利用支援を提供する件数（指定障害児相談支援事業所の指定

を併せて受けており、一体的に運営されている場合は障害児相談支援の利用者を含む）が、1 月にお

いて相談支援専門員 1人あたり 40 件未満であること。 
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機能強化型サービス利用支援費(Ⅱ)  

＜算定要件＞ (1)(2)のいずれかの要件を満たすこと 

(1) 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(1)の要件を満たす指定特定相談支援事業所については以下 

の基準のいずれにも適合すること 

ア 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(1)のア～カ、ク～ケの基準に適合すること 

イ 当該特定相談支援事業所及びこれと一体的に管理運営を行う指定特定相談支援事業所において、専 

ら指定計画相談支援の提供にあたる常勤かつ専従の相談支援専門員を合計 3名以上配置し、かつ、そ 

のうち 1名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

  ※3 名以上のうち 2 名（現任研修を修了した相談支援専門員 1 人を含む）を除いた相談支援専門員

については、当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所

の職務を兼務しても差し支えないものとする。また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援

事業所、指定一般相談支援事業所または指定自立生活援助事業所の場合については、当該 2 名を除く

職員に限らず、職務を兼務しても差し支えない。 

 

(2) 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(２)の要件を満たす指定特定相談支援事業所については以 

 下の基準のいずれにも適合すること 

ア 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(1)のア～オの基準に適合すること 

イ 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(2)のウの基準に適合すること 

ウ 専ら指定計画相談支援の提供にあたる常勤かつ専従の相談支援専門員を 3名以上配置し、かつ、そ 

のうち 1名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

 ※3 名以上のうち 2 名（現任研修を修了した相談支援専門員 1 人を含む）を除いた相談支援専門員に

ついては、当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の

職務を兼務しても差し支えないものとする。また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事

業所、指定一般相談支援事業所または指定自立生活援助事業所の場合については、当該 2 名を除く職

員に限らず、職務を兼務しても差し支えない。 

機能強化型サービス利用支援費(Ⅲ)  

＜算定要件＞ (1)(2)のいずれかの要件を満たすこと 

(1) 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(1)の要件を満たす指定特定相談支援事業所については以下 

の基準のいずれにも適合すること 

ア 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(1)のア、ウ～カ、ケの基準に適合すること 

イ 当該特定相談支援事業所及びこれと一体的に管理運営を行う指定特定相談支援事業所において、そ 

れぞれ専ら指定計画相談支援の提供にあたる常勤かつ専従の相談支援専門員を 2名以上配置し、かつ、 

そのうち 1名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

 ※2 名以上のうち現任研修を修了した相談支援専門員 1 名を除いた相談支援専門員については、当該

指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務して

も差し支えないものとする。また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、指定一般

相談支援事業所または指定自立生活援助事業所の場合については、当該 1 名を除く職員に限らず、職

務を兼務しても差し支えない。 

 

(2) 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(２)の要件を満たす指定特定相談支援事業所については以 

 下の基準のいずれにも適合すること 

ア 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(1)のア、ウ～オの基準に適合すること 

イ 機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)の(2)のウの基準に適合すること 

ウ 専ら指定計画相談支援の提供にあたる常勤かつ専従の相談支援専門員を 2名以上配置し、かつ、そ 

のうち 1名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

 ※2 名以上のうち現任研修を修了した相談支援専門員 1 名を除いた相談支援専門員については、当該

指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務して

も差し支えないものとする。また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、指定一般

相談支援事業所または指定自立生活援助事業所の場合については、当該 1 名を除く職員に限らず、職

務を兼務しても差し支えない。 
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機能強化型サービス利用支援費(Ⅳ)  

＜算定要件＞ 以下の要件を満たすこと 

ア 機能強化型サービス利用支援費(Ⅲ)の(2)のア及びイの基準に適合すること 

イ 専ら指定計画相談支援の提供にあたる専従の相談支援専門員を 2名以上配置し、かつ、そのうち 1 

名以上を常勤とするとともに、そのうち 1名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

 

 

❑相談支援専門員の１月あたりの担当件数について  

 平成 30 年度報酬改定により、1 人の相談支援専門員が 1 月に実施するサービス利用支援

や継続サービス利用支援等の標準担当件数が 35件と設定され、標準担当件数を一定以上超

過する場合（40 件以上）の基本報酬が減額されました。 

 令和 3 年度より新設された機能強化型についても算定要件として 1 人の相談支援専門員

が 1月に実施する担当件数は 40 件を超えないこととされています。 

 また機能強化型の算定要件を満たさない事業所における報酬区分で(Ⅰ)は、1月の取扱件

数が 40 未満である場合または 40 以上である場合において、40 未満の部分について算定し

ます。（Ⅱ）は、取扱件数が 40 以上である場合において、40 以上の部分について算定しま

す。 

種類 区分 40 未満の部分 40 以上の部分 

計画相談 
支援 

サービス利用支援費 (Ⅰ)1522 単位 (Ⅱ)732 単位 

継続サービス利用支援費 (Ⅰ)1260 単位 (Ⅱ)606 単位 

障害児 
相談支援 

障害児支援利用援助費 (Ⅰ)1692 単位 (Ⅱ)815 単位 

継続障害児支援利用援助費 (Ⅰ)1376 単位 (Ⅱ)662 単位 

 

【補足】取扱件数の考え方 

取扱件数は、相談員 1 人あたりの前 6 月における計画相談支援対象障害者等の数（指定

特定相談支援事業所が指定障害児相談支援事業所も一体的に運営している場合は障害児支

援利用援助または継続障害児支援利用援助を提供した障害児相談支援対象保護者の数を含

む）の平均値をいいます。1月の指定特定相談支援事業所全体の計画相談支援対象障害者等

の数の前 6 月の平均値を指定特定相談支援事業所の相談支援専門員の員数の前 6 月の平均

値で除して得た数です。 

 たとえば、相談支援事業所において、1 月～8 月の取扱件数および相談支援専門員の配置

数が以下のとおりであった場合、7 月、8 月の請求分において、サービス利用支援費(Ⅱ)ま

たは継続サービス利用支援費(Ⅱ)（以下「基本報酬(Ⅱ)」という）を何件算定するでしょう

か。 
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月 1 2 3 4 5 6 7 8 

対応件数(合計) 45 45 60 45 45 50 60 75 

うち計画相談 30 30 30 25 30 30 40 50 

うち障害児相談 15 15 30 20 15 20 20 25 

相談支援専門員数(人) 1 1 1 1 1 2 2 2 

 

上記の例の場合の考え方は次のとおりです。 

基本報酬(Ⅱ)を算定する件数は、取扱件数(1 月間に計画作成またはモニタリングを行った

計画相談支援対象障害者等の数(前 6月の平均値)÷相談支援専門員の員数(前 6月の平均値))

が 40 以上である場合において、40 以上の部分に相談支援専門員の員数(前 6 月の平均値)

を乗じて得た数(小数点以下の端数は切り捨てる)により算定することとなるため、以下のと

おりとなります。 

①7 月分の請求について  

・計画相談支援対象障害者等の数（1 月～6 月の平均値）→(45＋45＋60＋45＋45＋50)÷6

＝48.333…（Ａ） 

・相談支援専門員の員数（1 月～6 月の平均値）→(1＋1＋1＋1＋1＋2)÷6＝1.166… （Ｂ） 

・取扱件数→(Ａ)÷(Ｂ)＝41.428… （Ｃ）≧40 のため、基本報酬(Ⅱ)を算定する必要があ

り、算定する件数は((Ｃ)－39)×(Ｂ)＝2.833…となり、小数点以下の端数を切り捨てた 2

件となります。 なお、計画相談支援と障害児相談支援を一体的に実施しているので、計

画相談支援の 7 月の請求件数 40 件のうち 2 件を基本報酬(Ⅱ)で算定します。 

②8 月分の請求について 

・計画相談支援対象障害者等の数（2 月～7 月の平均値）→(45＋60＋45＋45＋50＋60)÷6

＝50.833…（Ａ） 

・相談支援専門員の員数（2 月～7 月の平均値）→(1＋1＋1＋1＋2＋2)÷6＝1.333… （Ｂ） 

・取扱件数→(Ａ)÷(Ｂ)＝38.125 （Ｃ）＜40 となり、 すべてサービス利用支援費（Ⅰ）

または継続サービス利用支援費（Ⅰ）を算定することとなります。 

 

【補足】(Ⅰ)(Ⅱ)の割り当てについて 

 サービス利用支援(Ⅰ)または(Ⅱ)、継続サービス利用支援(Ⅰ)または(Ⅱ)の利用者ごと

の割り当てについては、利用者の契約日が新しいものから順に、40 件目以降の件数分がサ

ービス利用支援費(Ⅱ)または継続サービス利用支援費(Ⅱ)になります。それ以外の利用者

についてはサービス利用支援(Ⅰ)または継続サービス利用支援(Ⅰ)になります。 

 また、指定特定相談支援事業所が指定障害児相談支援事業所も一体的に運営している場

合は、指定特定相談支援事業所における利用者の契約日が新しいものから順に割り当て、

その後に指定障害児相談支援事業所の利用者の契約日が新しいものから順に割り当てます。 
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❑障害児相談支援保護者対象者に計画相談支援を行う場合 

 障害福祉サービスと障害児通所支援の両方のサービスを利用する障害児については計画

相談支援と障害児相談支援の両方を一体的に実施することとなります。報酬については障

害児相談支援のみが算定されることとなります。なお、18 歳以上の障害者が放課後等デイ

サービスを利用する場合も、その者を障害児とみなして本人中心支援計画を作成し、障害

児相談支援のみが算定されます。 

 

２ 基本報酬の減算・加算 

❑居宅介護支援費重複減算・介護予防支援費重複減算 

 １人の相談支援専門員が、介護保険法の要介護または要支援の人に対して、指定居宅介

護支援または指定介護予防支援と一体的に計画相談支援を提供する場合に１月につき所定

単位数から減算となります。 

 なお、介護保険のケアプランを作成している人と障害者総合支援法の本人中心支援計画

を作成している人が別々である場合は報酬を両方が 100％請求できます。なお、利用者の立

場に立った支援を行うためには、両者で調整しながらプランを作成する必要があります。 

 

❑特別地域加算 

 厚生労働省が定める地域（過疎地域や離島など）に居住している利用者に対して、計画

相談支援を行った場合、所定単位数から 100 分の 15に相当する単位数を加えて算定します。 
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３ 加算                             

１ 利用者負担上限額管理加算 150 単位/月 

 障害福祉サービスの利用者負担があり、負担上限月額を超える可能性がある人で、同一

月において複数の事業所からサービスを利用する場合、利用者が上限額を超えて利用者負

担を支払うことがないよう、サービス提供事業所によって上限額管理が行われます。 

 上限管理事業所の優先順位は以下のとおりです。モニタリングの頻度が毎月で決定され

ている場合のみ、指定特定相談支援事業所が上限管理事業所となることがあります。 

優先 

順位 

上限額管理 

対象者 
上限額管理事業所 

1 
居住系サービス 

利用者 

指定療養介護事業所,指定障害者支援施設,指定自立訓練(生活訓練)事業

所(指定宿泊型自立訓練を受ける者及び精神障害者退院支援施設利用者に

限る),指定就労移行支援事業所(精神障害者退院支援施設利用者に限る),

指定共同生活援助事業所(体験利用の場合を除く),日中サービス支援型指

定共同生活援助事業所(体験利用の場合を除く)または外部サービス利用

型指定共同生活援助事業所(体験利用の場合を除く) 

2 

計画相談支援対象

者のうちモニタリ

ングの頻度が「毎月

ごと」の利用者 

指定特定相談支援事業所 

3 
日中活動系 

サービス利用者 

指定生活介護事業所(共生型生活介護事業所を含む),指定自立訓練(機能

訓練)事業所(共生型自立訓練(機能訓練)事業所を含む),指定自立訓練(生

活訓練)事業所(共生型自立訓練(生活訓練)事業所を含む),指定就労移行

支援事業所,指定就労継続支援Ａ型事業所または指定就労継続支援Ｂ型事

業所 

4 
訪問系サービス 

利用者 

指定居宅介護事業所(共生型居宅介護事業所を含む),指定重度訪問介護事

業所(共生型重度訪問介護事業所を含む),指定同行援護事業所,指定行動

援護事業所または指定重度障害者等包括支援事業所 

5 

就労定着支援また

は自立支援生活援

助の利用者 

指定就労定着支援事業所または指定自立生活援助事業所 

6 
短期入所サービス 

利用者 
指定短期入所事業所(共生型短期入所を含む) 

7 
共同生活援助の 

体験利用者 

指定共同生活援助事業所,日中サービス支援型指定共同生活援助事業所ま

たは外部サービス利用型指定共同生活援助事業所 

 

２ 初回加算 (計画相談支援 300 単位/月、障害児相談支援 500 単位/月) 

＜算定要件＞以下のいずれかの要件を満たしていること。 

①新規に本人中心支援計画を作成する場合 

②計画相談支援対象障害者等が障害福祉サービス等を利用する月の前 6月間において障 
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害福祉サービスおよび地域相談支援を利用していない場合 

③指定計画相談支援に係る契約をした日から本人中心支援計画案を交付した日までの期

間が 3ヶ月を超える場合であって、3ヶ月が経過する日以後に月 2回以上、利用者の居

宅等に訪問し面接を行った場合 

＜留意事項＞ 

・③の算定要件を満たす場合は、その月分の初回加算に相当する額を加えた単位（所定単

位数に当該面接を行った月の数（3を限度とする）を乗じて得た単位数）を加算する。 

・初回加算の算定月から、前 6 月間において居宅介護支援事業所等連携加算を算定してい

る場合は初回加算を算定できません。 

・初回加算を算定する場合、退院・退所加算は算定できません。 

・初回加算を算定する場合、医療・保育・教育機関等連携加算は算定できません。 

 

３ 主任相談支援専門員配置加算 

＜算定要件＞ 

 相談支援従事者主任研修を修了した常勤かつ専従の主任相談支援専門員を 1 名以上配置

し、当該主任相談支援専門員が適切な指導を行うことができる体制が整備されていること 

＜留意事項＞ 

当該加算は主任相談支援専門員が、当該指定特定相談支援事業所の従業者又は当該指定

特定相談支援事業所以外の指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所及び指定

一般相談支援事業所の従業者に対し、その資質の向上のための研修を実施した場合に算定

出来るものである。 

なお、「研修を実施した場合」とは次に掲げるいずれの要件も満たす体制が整備されてい

なければならない。 

ア 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議の開催 

イ 新規に採用した全ての相談支援専門員に対する主任相談支援専門員の同行による研修の実施 

ウ 当該相談支援事業所の全ての相談支援専門員に対して、地域づくり、人材育成、困難事例への対応

などサービスの総合的かつ適切な利用支援等の援助技術の向上等を目的として主任相談支援専門員が 

 行う指導、助言 

エ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等への主任相談支援専門員の参加 

 

４ 入院時情報連携加算 

＜報酬区分＞ 

区分 内容 単位数 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 
医療機関へ出向いて、当該医療機関の職員と面談

し、必要な情報を提供した場合 
200 単位/月 

入院時情報連携加算(Ⅱ) (Ⅰ)以外の方法により必要な情報を提供した場合 100 単位/月 
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＜算定要件＞ 

計画相談支援対象障害者等が医療法第 1 条の 5 第 1 項に規定する病院または同条第 2 項

に規定する診療所に入院するにあたり、当該病院等の職員に対して、当該計画相談支援対

象障害者等の当該計画相談支援対象障害者等にかかる必要な情報※１を提供した場合は、上

表に掲げる区分に応じ、計画相談支援対象障害者等 1 人につき 1 月に 1 回を限度として、

算定します。 

※１ 必要な情報とは、当該利用者の心身の状況、生活環境、日常生活における本人の支

援の有無やその具体的状況およびサービスの利用状況をいいます。 

＜留意事項＞ 

・入院時情報連携加算（Ⅰ）、（Ⅱ）の同時算定はできません。 

・本加算は単独で請求が可能です。 

・情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談、ＦＡ

Ｘ等）等について記録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった場合につ

いては、提出しなければなりません。なお、情報提供の方法としては、本人中心支援計

画の活用が考えられます。 

 

５ 退院・退所加算 200 単位/月 

＜算定要件＞ 

病院もしくは診療所または障害者支援施設等へ入院、入所等をしていた利用者が退院、

退所し、障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する場合において、当該利用者の退

院、退所にあたって、当該施設の職員と面談を行い、当該利用者に関する必要な情報※１を

得た上で、本人中心支援計画を作成し、障害福祉サービス等の利用に関する調整を行い、

当該利用者が障害福祉サービス等の支給決定を受けた場合に算定します。 

※１ 利用者に関する必要な情報とは、当該利用者の心身の状況、生活環境、日常生活に

おける本人の支援の有無やその具体的状況およびサービスの利用状況、入院または入所

等の期間中の利用者にかかる心身の状況の変化ならびに退院または退所等にあたって特

に配慮等すべき事項の有無およびその内容をいいます。 

＜留意事項＞ 

・入院または入所等の期間中に実施した情報収集または調整等に関して、当該利用者の本

人中心支援計画の作成にかかるサービス利用支援費の算定に併せて 3 回分を限度に算定

できます。 

・同一の計画相談支援対象障害者等について、当該障害福祉サービスまたは当該地域相談

支援の利用開始月に調整を行う場合に限ります。 

・初回加算を算定する場合、当該加算は算定できません。 

・当該加算を算定する場合であって、退院または退所する施設の職員のみから情報提供を

受けている場合、医療・保育・教育機関等連携加算は算定できません。 
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・退院または退所する施設の職員と面談を行い情報の提供を受けた場合には、相手や面談

日時、その内容の要旨および本人中心支援計画に反映させるべき内容に関する記録を作

成し、5年間記録するとともに、市から求めがあった場合については、提出しなければな

りません。ただし、作成した本人中心支援計画において、上記の記録すべき内容が明確

にされている場合は別途記録の作成は不要です。 

 

６ 居宅介護支援事業所等連携加算（計画相談支援のみ） 

＜算定要件＞ 

これまで障害福祉サービス等を利用していた利用者が、介護保険サービスを利用する場

合又は通常の事業所に新たに雇用される場合であって、指定居宅介護支援事業所、指定介

護予防支援事業所、雇用先の事業所、又は障害者就業・生活支援センター等へ引継ぐ場合

において、一定期間を要するものに対し、当該利用者を担当している相談支援専門員が、 

情報提供を行い支援内容の検討等に協力する場合、居宅等への月２回以上の訪問による面

接を行った場合、関係機関が開催する会議への参加を行った場合のいずれかの場合におい

て算定します。 

 なお、各項目ごとの算定要件は次の通りとなります。 

 ① １００単位/月 

計画相談支援対象障害者等が、指定居宅介護支援又は指定介護予防支援の利用を開 

  始するにあたり、当該指定居宅介護支援等を提供する指定居宅介護支援事業所又は指 

  定介護予防支援事業所に対して、当該計画相談支援対象障害者等の心身の状況等の当 

該計画相談支援対象障害者等に係る必要な情報を提供し、当該指定居宅介護支援事業 

所等における居宅サービス計画又は介護予防サービス計画の作成等に協力する場合 

 ② ３００単位/月 

計画相談支援対象障害者等が指定居宅介護支援等の利用を開始するに当たり、月に 

２回以上、当該計画相談支援対象障害者等の居宅等を訪問し、当該計画相談支援対象 

障害者等及びその家族に面接する場合 

 ③ ３００単位/月 

 計画相談支援対象障害者等が指定居宅介護支援等の利用を開始するに当たり、当該 

計画相談支援対象障害者等の心身の状況に確認及び支援内容の検討に係る指定居宅介 

護支援事業所等が開催する会議に参加する場合 

 ④ １００単位/月 

計画相談支援対象障害者等が通常の事業所に新たに雇用され、障害者の雇用の促進 

に関する法律第２７条第２項に規定する障害者就業・生活支援センター又は当該通常 

の事業所の事業主等による支援を受けるに当たり、当該障害者就業・生活支援センタ 

ー等に対して、当該計画相談支援対象者等の心身の状況等の当該計画相談支援対象障 

害者等に係る必要な情報を提供し、当該障害者就業・生活支援センター等における当 
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該計画相談支援対象障害者等の支援内容の検討に協力する場合 

 ⑤ ３００単位/月 

計画相談支援対象障害者等が通常の事業所に新たに雇用されるに当たり、月に２回 

以上、当該計画相談支援対象障害者等の居宅等を訪問し、当該計画相談支援対象障害 

等及びその家族に面接する場合 

⑥ ３００単位/月 

計画相談支援対象障害者等が通常の事業所に新たに雇用され、障害者就業・生活支 

援センター等による支援を受けるに当たり。計画相談支援対象障害者等の心身の状況 

に確認及び支援内容の検討に係る当該障害者就業・生活支援センター等が開催する会 

議に参加する場合 

※１ ①の「作成等に協力する場合」④の「支援内容の検討に協力する場合」とは、具体 

的には、指定居宅介護支援事業所等の介護支援専門員や障害者就業・生活支援センタ

ーの職員等が実施するアセスメントに同行することや、当該利用者に関する直近の本

人中心支援計画やモニタリング結果等を情報提供した上で、利用者の心身の状況、生

活環境およびサービスの利用状況等を介護支援専門員等に対して説明を行った場合等

をいいます。 

＜留意事項＞ 

・本加算は障害福祉サービス等を利用している期間においては、1月につき①～⑥のそれぞ 

れに定める単位数（それぞれ 2回を限度とする）を合算した単位数を加算する。 

・障害福祉サービス等の利用を終了した日から起算して 6月以内においては、1月につき① 

 ～⑥のそれぞれに定める単位数を合算した単位数を加算する。 

・本加算は、利用者が指定居宅介護支援事業等の利用を開始する場合、通常の事業所に新

たに雇用された場合に算定できます。 

・①と④の加算を算定する場合、情報提供を行った日時、場所、内容、提供手段（面談、

ＦＡＸ等）等について記録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった場合

については、提出しなければなりません。なお、情報提供の方法としては、本人中心支

援計画等の活用が考えられます。 

・②と⑤の加算を算定する場合、面談日時、内容の要旨に関する記録を作成し、5年間保存

するとともに、市から求めがあった場合については、提出しなければなりません。 

・③と⑥の加算を算定する場合、会議の出席者や開催日時、検討した内容の要旨及びそれ

を踏まえた対応方針に関する記録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあっ

た場合については、提出しなければなりません。 

・本加算のうち②③⑤⑥に記載されている要件を満たして請求を行う場合、サービス利用 

支援費及び継続サービス利用支援費（機能強化型を含む）を算定している月は、当該加 

算を算定は出来ません。 

・本加算は入院時情報連携加算、退院・退所加算を算定している月は算定出来ません。 
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・本加算は単独での請求が可能です。 

 

７ 保育・教育等移行支援加算 100 単位/月（障害児相談支援のみ） 

＜算定要件＞ 

これまで障害福祉サービス等を利用していた利用者が、就学、進学する場合又は通常の

事業所に新たに雇用される場合であって、保育所、小学校、特別支援学校、雇用先の事業

所又は障害者就業・生活支援センター等へ引継ぐ場合において、一定期間を要するものに

対し、当該利用者を担当している相談支援専門員が、情報提供を行い支援内容の検討に協

力する場合、居宅への月２回以上の訪問による面接を行った場合、関係機関が開催する会

議への参加を行った場合のいずれかの場合において、所定単位数を加算します。 

なお、各項目ごとの算定要件は次の通りとなります。 

 ① １００単位/月 

障害児が、保育所、小学校のその他の児童が集団生活を営む施設に通い、又は通常 

の事業所に新たに雇用され、障害者の雇用の促進に関する法律第２７条第２項に規定 

する障害者就業・生活支援センター又は当該通常の事業所の事業主等による支援を受 

けるに当たり、当該保育所等又は障害者就業・生活支援センター等に対して、当該障 

害児の心身の状況等の当該障害児に係る必要な情報を提供し、当該保育所等又は障害 

者就業・生活支援センター等における当該障害児の支援内容の検討に協力する場合 

 ② ３００単位/月 

障害児が保育所等に通い、又は通常の事業所に新たに雇用されるに当たり、月に２ 

  回以上、当該障害児の居宅を訪問し、当該障害児及びその家族に面接する場合 

③ ３００単位/月 

障害児が保育所等に通い、又は通常の事業所に新たに雇用され、障害者就業・生活 

  支援センター等による支援を受けるに当たり、当該障害児の心身の状況の確認及び支 

援内容の検討に係る当該保育所等又は障害者就業・生活支援センター等が開催する会 

議に参加する場合 

＜留意事項＞ 

・本加算は障害福祉サービス等を利用している期間においては、1月につき①～③のそれぞ 

れに定める単位数（それぞれ 2回を限度とする）を合算した単位数を加算する。 

・障害福祉サービス等の利用を終了した日から起算して 6月以内においては、1月につき① 

 ～③のそれぞれに定め単位数を合算した単位数を加算する。 

・本加算は、利用者が保育所等に通う場合、通常の事業所に新たに雇用された場合に算定

できます。 

・①の加算を算定する場合、情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内

容、提供手段（面談、ＦＡＸ等）等について記録を作成し、5年間保存するとともに、市

から求めがあった場合については、提出しなければなりません。なお、情報提供の方法



51 

 

としては、本人中心支援計画の活用が考えられます。 

・②の加算を算定する場合、面談日時、内容の要旨に関する記録を作成し、5年間保存する

とともに、市から求めがあった場合については、提出しなければなりません。 

・③の加算を算定する場合、会議の出席者や開催日時、検討した内容の要旨及びそれを踏

まえた対応方針に関する記録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった場

合については、提出しなければなりません。 

・本加算のうち②③に記載されている要件を満たして請求を行う場合、障害児支援利用援 

 助費及び継続障害児支援利用援助費（機能強化型を含む）を算定している月は、当該加 

算を算定は出来ません。 

・本加算は入院時情報連携加算、退院・退所加算を算定している月は算定出来ません。 

 

８ 医療・保育・教育機関等連携加算 100 単位/月 

＜算定要件＞以下のすべての要件を満たしていること。 

医療、福祉、教育等のサービス（障害福祉サービス及び地域相談支援を除く。障害児相

談支援の場合は障害児通所支援も除く。）を提供する機関の職員等と面談を行い、計画相談

支援対象障害者等に関する必要な情報の提供を受けた上で、本人中心支援計画を作成した

場合に算定します。利用者 1人につき、1月に 1回を限度とします。 

ア 利用者が利用する病院、企業、保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校等の関係機関

との日常的な連携体制を構築するとともに、利用者の状態や支援方法の共有を行うこと

を目的に実施するものであるから、面談を実施することに限らず、関係機関との日常的

な連絡調整に努めること。 

イ 連絡先を面談するにあたっては、当該利用者やその家族等も出席するよう努めること。 

＜留意事項＞ 

・サービス利用支援費とあわせて算定可能です。継続サービス利用支援費との算定はでき

ません。 

・初回加算を算定する場合、当該加算は算定できません。 

・退院・退所加算を算定する場合であって、退院または退所する施設の職員のみから情報

提供を受けている場合、当該加算は算定できません。 

・関係機関から情報の提供を受けた場合には、相手や面談日時、その内容の要旨および本

人中心支援計画に反映されるべき内容に関する記録を作成し、5 年間保存するとともに、

市から求めがあった場合については、提出しなければなりません。ただし、作成した本

人中心支援計画において、上記の記録すべき内容が明確にされている場合は、別途記録

の作成を行うことは要しません。 

 

９ 集中支援加算 300 単位/月 

＜算定要件＞ 
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 指定特定相談支援事業所が計画決定月及びモニタリング対象月以外の業務について、月

２回以上の居宅等への訪問による面接を行った場合、サービス担当者会議を開催した場合、 

関係機関が開催する会議へ参加した場合に所定単位数を加算します。 

 なお、具体的な算定要件は次の通りとなります。 

 

 ① 障害福祉サービス等の利用に関して、計画相談支援対象障害者等又は市町村等の求 

めに応じ、月に 2回以上、当該計画相談支援対象障害者等の居宅等を訪問し、当該計 

画相談支援対象障害者等及びその家族に面接する場合 

 ② サービス担当者会議を開催し、相談支援専門員が把握した本人中心支援計画の実施 

  状況（計画相談支援対象障害者等への継続的な評価を含む）について説明を行うとと 

  もに、本人中心支援計画に位置付けた福祉サービス等の担当者に対して、専門的な見 

  地を求め、本人中心支援計画の変更その他必要な便宜の提供について検討を行う場合。 

 ③ 福祉サービス等を提供する機関等の求めに応じ、当該関係機関が開催する会議に参 

  加し、計画相談支援対象障害者等の障害福祉サービス等の利用について、関係機関相 

  互の連絡調整を行った場合 

 

＜留意事項＞ 

・①に記載の「計画相談支援対象障害者等又は市町村等」とは、利用者及びその家族、市 

町村や福祉サービス事業者等のことをいいます。また、①の加算を算定する場合、面談 

日時、内容の要旨に関する記録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった 

場合については、提出しなければなりません。 

・②のサービス担当者会議については、利用者やその家族も出席し、利用するサービスに 

対する意向確認が必要となります。また、②の加算を算定する場合、サービス担当者会 

議の出席者や開催日時、検討した内容の要旨及びそれを踏まえた対応方針に関する記録 

を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった場合については、提出しなけれ 

ばなりません。 

・③の「福祉サービス等を提供する機関等」とは、障害福祉サービス事業所や一般相談支 

援事業者、病院、企業、地方自治体等のことをいいます。また③の加算を算定する場合、 

会議の出席者や開催日時、検討した内容の要旨及びそれを踏まえた対応方針に関する記 

録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった場合については、提出しなけ 

ればなりません。 

・本加算はサービス利用支援費及び継続サービス利用支援費（機能強化型を含む）を算定 

している月は、当該加算を算定は出来ません。 

・本加算のうち③に記載されている要件を満たして算定を行う場合、入院時情報連携加算、 

退院・退所加算を算定している場合算定出来ません。また、居宅介護支援事業所等連携 

加算または保育・教育等移行支援加算における会議参加と会議の趣旨、つなぎ先等が同 
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様である場合、居宅介護支援事業所等連携加算または保育・教育等移行支援加算を算定 

する場合、本加算は算定出来ません。 

１０ サービス担当者会議実施加算 100 単位/月 

＜算定要件＞ 

継続サービス利用支援の実施時おいて、利用者の居宅等を訪問し利用者に面接すること

に加えて、本人中心支援計画に位置付けた福祉サービス等の担当者を招集して本人中心支

援会議を開催し、相談支援専門員が把握した本人中心支援計画の実施状況（計画相談支援

対象障害者等についての継続的な評価を含む）について説明を行うとともに、担当者から

専門的な見地を求め、本人中心支援計画の変更その他必要な便宜の提供について検討を行

った場合に算定します。利用者 1人につき、1月に 1回を限度とします。 

＜留意事項＞ 

・サービス担当者会議を行った結果、本人中心支援計画の変更を行った場合はサービス利

用支援費を算定することとなるため、当該加算は算定できません。 

・サービス担当者会議の出席者や開催日時、検討した内容の要旨およびそれを踏まえた対

応方針に関する記録を作成し、5年間保存するとともに、市から求めがあった場合につい

ては提出しなければなりません。 

 

１１ サービス提供時モニタリング加算 100 単位/月 

＜算定要件＞ 

継続サービス利用支援の実施時またはそれ以外の機会において、本人中心支援計画に位

置付けた障害福祉サービス等を提供する事業所または当該障害福祉サービス等の提供場所

を訪問し、サービス提供場面を直接確認することにより、サービスの提供状況について詳

細に把握し、確認結果の記録を作成した場合に算定します。利用者 1人につき、1月に 1回

を限度とします。 

＜留意事項＞ 

・障害福祉サービス等の事業所等におけるサービスの提供状況、サービス提供時の計画相

談支援対象障害者等の状況、その他必要な事項を確認・記録し f、5年間保存するととも

に、市から求めがあった場合については提出しなければなりません。 

・1人の相談支援専門員が 1月に請求できる当該加算の件数は 39 件が限度です。 

・当該利用者が利用する障害福祉サービス事業所等と兼務している場合であって、かつ当

該事業所におけるサービス提供場面のみを確認した場合は算定できません。 

・本加算は単独での請求が可能です。 
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１２ 体制加算 

行動障害支援体制加算  35 単位/月 

＜算定要件＞以下のすべての要件を満たしていること。 

ア 行動障害のある知的障害者や精神障害者に対して適切な計画相談支援を実施するために、各都道府

県が実施する強度行動障害支援者養成研修（実践研修）または行動援護従業者養成研修を修了した常

勤の相談支援専門員を 1 人以上配置し、行動障害のある障害者へ適切に対応できる体制が整備されて

いること 

イ 研修を修了した相談支援専門員を配置している旨を市に届け出るとともに、体制が整備されている

旨を事業所に掲示するとともに公表すること 

＜留意事項＞ 

強度行動障害を有する人から利用申込があった場合に、利用者の障害特性に対応できないことを理由

にサービスの提供を拒むことは認められません。 

要医療児者支援体制加算  35 単位/月 

＜算定要件＞以下のすべての要件を満たしていること。 

ア 人工呼吸器を装着している障害児者その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児

者等（以下、「医療的ケア児等」という）に対して適切な計画相談支援を実施するために、医療的ケア

児等の障害特性およびこれに応じた支援技法等に関する研修※１を修了した常勤の相談支援専門員を 1

人以上配置し、医療的ケア児等へ適切に対応できる体制が整備されていること。 

イ 研修を修了した相談支援専門員を配置している旨を市に届け出るとともに、体制が整備されている

旨を事業所に掲示するとともに公表すること 

※１ 医療的ケア児等の障害特性およびこれに応じた支援技法等に関する研修とは、地域生活支援事

業通知の別紙 2 地域生活支援促進事業実施要綱別記 15 に定める医療的ケア児等コーディネーター

養成研修等事業により行われる研修その他これに準ずるものとして都道府県知事が認める研修を

いいます。 
＜留意事項＞ 

医療的ケア児等から利用申込があった場合に、利用者の障害特性に対応できないことを理由にサービ

スの提供を拒むことは認められません。 

精神障害者支援体制加算  35 単位/月 

＜算定要件＞以下のすべての要件を満たしていること。 

ア 精神科病院等に入院する障害者等および地域において単身生活等をする精神障害者等に対して、地

域移行支援や地域定着支援のマネジメントを含めた適切な計画相談支援を実施するために、精神障害

者の障害特性およびこれに応じた支援技法等に関する研修※１を修了した常勤の相談支援専門員を1人

以上配置し、精神障害者等へ適切に対応できる体制が整備されていること。 

イ 研修を修了した相談支援専門員を配置している旨を市に届け出るとともに、体制が整備されている

旨を事業所に掲示するとともに公表すること 

※１ 精神障害者の障害特性およびこれに応じた支援技法等に関する研修とは、地域生活支援事業通

知の別紙 1 地域生活支援事業実施要綱別記 17 に定める精神障害関係従事者養成研修事業もしくは

精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修事業または同通知の別紙2地域生活支援促進事業

実施要綱別記 26 に定める精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業において行

われる精神障害者の地域移行関係職員に対する研修その他これに準ずるものとして都道府県知事

が認める研修をいいます。 

＜留意事項＞ 

精神障害者等から利用申込があった場合に、利用者の障害特性に対応できないことを理由にサービス

の提供を拒むことは認められません。 

ピアサポート体制加算 100 単位/月 

＜算定要件＞以下のすべての要件を満たしていること。 

ア 地域生活支援事業として行われる研修（障害者ピアサポート研修における基礎研修及び専門研修に

限る。）の過程を修了した次の（１）（２）に掲げる者を指定特定相談支援事業所の従業者としてそれ
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ぞれ常勤換算方法で 0.5 人以上配置していること。 

 （１）障害者総合支援法第 4条第 1項に規定する障害者又は障害者であったと市町村長が認める者 

 （２）管理者、相談支援専門員その他指定計画相談支援に従事する者 

イ アに掲げる者のいずれかにより、当該指定特定相談支援事業所の従業者に対し、障害者に対する配 

慮等に関する研修が年 1回以上行われていること。 

ウ アに掲げる者を配置している旨を市に届け出るとともに、体制が整備されている旨を事業所に掲示 

するとともに公表すること。 

 

＜留意事項＞ 

令和 3年 4月 1日から令和 6年 3月 31 日までの間は、以下について経過措置が設けられています。 

・算定要件アの地域生活支援事業として行われる研修は市がこれに準ずるものとして認めた研修も含 

 まれる 

 ・算定要件アに掲げる指定特定相談支援事業所の従業者は（１）の要件に該当すれば基準を満たして 

  いるものとする。 

  

 

 

 

※地域生活支援拠点等相談強化加算および地域体制強化共同支援加算については、市では

地域生活支援拠点の体制整備をすすめているところであり、本加算の運用については検

討中です。 
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４ 報酬関連Ｑ＆Ａ                            

種類 質問 回答 

基本報酬 

（旧単価） 

平成 30 年 4 月～31 年 3 月の期間に、旧単価

を適用するサービス（療養介護、重度障害者

等包括支援、施設入所支援、就労定着支援、

自立生活援助、日中サービス支援型指定共同

生活援助以外）と新単価を適用するサービス

を併用する者にサービス利用支援等を実施し

た場合は、改正後の単価を算定するのか。 

お見込みのとおり。 

基本報酬 

（旧単価） 

平成 30 年 3月に本人中心支援計画案を作成、

同年 4 月に本人中心支援計画を作成した場

合、改正後の単価が適用されると理解してよ

ろしいか。 

お見込みのとおり。 

各種加算 
旧単価を算定する場合でも、計画相談の各種

加算を算定できるか。 
初回加算以外は算定可能。 

各種加算 

各種加算の記録については、本人中心支援計

画案やモニタリングシート以外にも残す必要

があるか。 

厚生労働省が示している保存記録様

式に含まれている内容を網羅したう

えで、記録し保存すること。 

各種加算 

各種加算の記録については、国が示した標準

様式は廃止されたが、引き続き以前の様式を

使用して記録を残すことは可能なのか。 

各加算で示されている必要な項目が

記録されているのであれば、使用し

ても構わない。 

特定事業所加算 

各種体制加算 

同月にサービス利用支援と継続サービス利用

支援を算定した場合、それぞれに特定事業所

加算を算定できるか。 

お見込みのとおり。なお、行動障害

支援体制加算、要医療児者支援体制

加算、精神障害者支援体制加算、ピ

アサポート体制加算も同様である。 

各種体制加算 

行動障害支援体制加算の届け出をすれば、当

該事業所すべての相談支援専門員が実施する

計画相談支援で算定できて、また利用者が強

度行動障害を有しないといった場合も含め

て、すべての利用者について算定できるか。 

お見込みのとおり。なお、要医療児

者支援体制加算、精神障害者支援体

制加算、ピアサポート体制加算も同

様である。 

各種体制加算 

行動障害支援体制加算を算定する場合、法人

指導課へ届出するとともに、重要事項説明書

などにその旨を記載したものを掲示し、公表

する必要があるが、公表とはどういう内容を

指しているのか。 

重要事項説明書にその旨を記載した

うえで事業所に掲示すること。また

加えて、事業所のホームページを活

用する等して、公表を検討すること。

要医療児者支援体制加算、精神障害

者支援体制加算、ピアサポート体制

加算も同様である。 

初回加算 

初回加算について、「新規に本人中心支援計画

を作成する場合」とあるが、Ａ相談支援事業

所からＢ相談支援事業所に変更になった場

合、Ｂ事業所は算定できるか。 

事業所が変更になるだけでは対象に

ならない。新規に本人中心支援計画

を作成する場合とは、対象者にとっ

て本人中心支援計画が初めて作成さ

れた場合に算定できるものである。 
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種類 質問 回答 

初回加算 

障害児通所支援＋障害児相談支援の人が、高

校卒業に伴い、生活介護＋計画相談支援に変

更となる場合は、計画相談支援の初回加算の

算定はできるか。 

お見込みのとおり。 

初回加算 

初回加算について、短期入所と計画相談支援

の支給決定がある人が誕生月更新の際に本人

中心支援計画を作成することになるが、短期

入所の利用実績がまったくない人について

は、「計画相談対象障害者等が障害福祉サービ

ス等を利用する月の前６月間において障害福

祉サービス及び地域相談支援を利用していな

い場合」に該当するため、算定できるか。 

支給決定があるということは当該サ

ービスを利用していると考え、「計画

相談対象障害者等が障害福祉サービ

ス等を利用する月の前６月間におい

て障害福祉サービス及び地域相談支

援を利用していない場合」には該当

せず、初回加算の算定はできない。 

初回加算 

令和 3 年度報酬改定で追加された算定要件

「指定計画相談支援に係る契約をした日から

本人中心支援計画案を交付した日までの期間

が 3 ヶ月が経過する日以後に月 2 回以上、利

用者の居宅等に訪問し面接を行った場合」に

ついてどのような事例での算定が想定される

か 

計画案の作成にあたり、利用者やそ

の家族の希望や解決すべき課題等を

明らかにするために、長期に渡りア

セスメントが必要な場合が想定され

る。 

例）計画案作成の際に利用者家族と

の関係性の構築の為に期間を要した

場合が想定される。 

入院時情報連携

加算 

入院時情報連携加算については、病院に情報

を提供する場合は本人の同意が必要か。 

重要事項説明書や契約書に、入院時

に情報提供することに同意する旨の

内容を盛り込んでいれば、入院の際

に本人から同意の署名は不要。すで

に契約済の人については、新たに重

要事項説明書の変更箇所としての同

意書に署名しているほうが望まし

い。 

退院・退所加算 

退院・退所加算は、継続サービス利用支援費・

継続障害児支援利用援助を算定する場合にも

算定できるか。 

算定できない。当該加算は退院・退

所時に医療機関等より情報収集する

こと等を行った上で本人中心支援計

画を作成した場合に算定できるもの

であるため。 

退院・退所加算 

退院・退所加算については、退院時にサービ

スの変更がなく、計画作成の必要がない場合

は算定できるか。 

退院・退所加算は継続サービス利用

支援を算定した場合には算定できな

いこととなるが、退院時については、

サービスの追加や支給量増がなくと

も、状況の著しい変化があると考え

られるので、サービス利用支援の算

定を認める（ただし、一連のサービ

ス利用支援の手続きは必ず実施する

こと）。また、この場合は退院・退所

加算の算定も可能である。 
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種類 質問 回答 

退院・退所加算 

 

医療・保育・教育

機関等連携加算 

退院・退所加算と医療・保育・教育等連携加

算の併給は可能か。 

当該退院等施設のみと連携している

場合は併給できず、退院・退所加算

のみ算定可。ただし、当該退院等施

設以外と連携（たとえば入院してい

る病院の医師と退院後に利用する訪

問看護と連携）し、本人中心支援計

画に反映させた場合は併給できる。 

居宅介護支援事

業所等連携加算 

＜算定要件＞④⑥について、「障害者就業・生

活支援センター等」には「西宮市障害者就労

生活支援センター「アイビー」」も含まれると

解釈してよろしいか。 

お見込みのとおり。 

医療・保育・教育

機関等連携加算 

医療・保育・教育機関等連携加算は、継続サ

ービス利用支援費を算定する場合にも算定で

きるか。 

算定できない。当該加算はサービス

利用支援等の実施時において、障害

福祉サービス等以外の医療機関等の

職員と面談等を行い、必要な協議を

行った上で、本人中心支援計画を作

成した場合に算定できるものである

ため。 

医療・保育・教育

機関等連携加算 

医療・保育・教育等連携加算について、本人

中心支援会議にどういった関係者（家族や教

師、訪問看護師、保健師、生活支援課ＣＷ、

厚生課ＣＷ、インフォーマルな関係者など）

が入った場合に算定できるか。 

障害者本人への支援にあたり、日常

的な支援体制の構築に必要な者とい

うことであれば、教師や訪問看護、

インフォーマルな関係者であっても

算定し得る。ただし、家族や行政機

関の職員（保健師や生活支援課ＣＷ、

厚生課ＣＷなど）は算定できない。

なお、当該加算の算定にあたり、相

談支援専門員と加算要件に該当する

人と面談することが必須要件であ

り、本人中心支援会議への出席とい

うかたちでなくてもよい。電話取材

だけでは不可。 

集中支援加算 

利用者の居宅等に月 2 回以上訪問し面談を行

った場合、書類は 2 回分必要なのか？2 回分

をまとめて一枚の書類で提出してもよいか。 

訪問する都度、記録の作成は必要で

ある。 

サービス担当者

会議実施加算 

サービス担当者会議実施加算については、本

人中心支援計画の変更その他必要な便宜の提

供について検討を行った場合に算定できると

なっているが、計画自体に変更がなくても算

定できるか。 

お見込みのとおり。なお、本人中心

支援計画の変更を行った場合は、サ

ービス利用支援費を算定することと

なるため、当該加算は算定できない

ものである。 
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種類 質問 回答 

サービス担当者

会議実施加算 

モニタリング時にサービス担当者会議を開催

した結果、本人中心支援計画等を変更するこ

とになった場合、支給決定後に指定基準に基

づき、再度本人中心支援会議を開催しなけれ

ばならないか。 

モニタリング時に開催した本人中心

支援会議の結果、本人中心支援計画

等を変更することとなった場合は、

その際に検討した変更案から変更が

ないまたは軽微な変更であれば、そ

の旨を関係者に報告する等によっ

て、本人中心支援会議の開催につい

て簡素化することは差し支えない。 

サービス担当者

会議実施加算 

サービス担当者会議実施加算について、サー

ビス利用支援時と同様の担当者が出席するサ

ービス担当者会議の実施が望ましいが、やむ

を得ずサービス担当者会議への出席の都合が

つかず、本人と相談支援専門員のみの本人中

心支援会議になり、その他関係者には電話に

て意見聴取を行ったという場合、算定できる

か。 

サービス担当者会議実施加算につい

ては、本人中心支援計画に位置付け

られている人が少なくとも 1 人以上

出席していることが算定上必要であ

るため、算定できない。また、家族

や行政機関の職員（保健師や生活支

援課ＣＷ、厚生課ＣＷなど）のみが

出席した場合も同様である。なお、

サービス利用支援時に実施するサー

ビス担当者会議（本人中心支援会議）

については、やむを得ず関係機関の

出席の都合がつかず、本人と相談支

援専門員のみとなり、その他関係者

には電話にて意見聴取を行ったとい

う場合でも、サービス利用支援の算

定要件であるサービス担当者会議は

成立しているものと考える。 

サービス担当者

会議実施加算 

サービス担当者会議実施加算は、サービス利

用支援費を算定した場合にも算定できるか。 

算定できない。サービス利用支援費

の算定要件にサービス担当者会議の

開催等が含まれているため。 

サービス提供時 

モニタリング 

加算 

サービス提供時モニタリング加算は、居宅で

利用する障害福祉サービス等の提供現場を確

認した場合も算定できるか。 

算定できる。ただし、指定基準に基

づいた定期的なモニタリングを行う

日と同一日に、居宅で利用する障害

福祉サービス等の提供現場を確認

し、当該加算を算定する場合は、モ

ニタリング結果と当該加算に関する

記録をそれぞれ作成する必要がある

ので留意すること。 

サービス提供時 

モニタリング 

加算 

複数の障害福祉サービス等を利用する利用者

について、「サービス提供時モニタリング加

算」を算定する場合は、利用するすべての障

害福祉サービス等の提供現場を確認しないと

算定できないか。 

複数の障害福祉サービス等を利用し

ている者については、すべての障害

福祉サービス等の提供現場を確認す

ることが望ましいが、1 カ所でも確

認していれば算定は可能である。 
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種類 質問 回答 

その他 

モニタリング時以外にも、相談支援専門員が

必要に応じた支援を実施できるように、サー

ビス提供事業者は毎月のサービス利用状況を

指定特定相談支援事業者等に報告が必要か。 

定期的に報告する仕組みを構築する

ことが望ましい。報告を受けたり、

求めたりしたものについては記録を

残すようにすること。 
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〇様式集 
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１ 計画相談支援の様式 

＜インテークシート＞ 
生活歴（就学前に受けた支援・どのような学校で学んだか等を含む）

エコマップ

その他、成年後見制度の利用等

エコマップ

行政・学校等

インフォーマルな社会資源
医療・福祉等の社会資源

普通の結びつき

強い結びつき

弱い結びつき

ネガティブな結びつき

本人

 

 
基本属性シート２

医療処置(通院、診察・処理)　　医師の診察結果の説明等(理解への工夫)　　

健康管理(病気の訴え・病気への留意・栄養管理)服薬管理　　処方薬の内容

行動障害に関する領域

自傷行為　　他人や物に対する粗暴な行為　　強いこだわり・多動・パニック等不安定な行動

社会生活や社会参加に関する領域

社会や集団生活への適応等(人間関係・環境等)　　余暇活動や地域活動等への参加(趣味・旅行、社会的活動)　

　　当事者活動参加

就労に関する領域

就労への動機づけ(就労の意義、就労意欲)　　　仕事内容の理解・技術習得　　　就労のための送迎・移動

健康に関する領域

 

成人期　インテークシート

相談日 　年　　月　　日

□来所　□電話　□文書　□ＦＡＸ　

ふ り が な □訪問　□その他（　　　　　　　　　）

経由機関

受付担当者

性　　別 手　帳

Ｔ E Ｌ

Ｆ A Ｘ

相談者氏名 氏　名

本人との関係 関　係

ＴＥＬ ＴＥＬ

ＦＡＸ ＦＡＸ

同居

別居

□同 □別

□同 □別

□同 □別

□同 □別

□同 □別

＊    新規の場合は相談内容を記入。

受付　Ｎｏ．
相談方法

氏　　名

□男　　□女 □無　　□有

生年月日
西暦　　　年　　　月　　日
　　　　　　　　　　（　　　才）

種類・等級

現 住 所
〒

障害名

住　所
〒

住　所

.

氏　　　　　名 年齢 職業　・　学校 特記事項

その他の
連絡先

相談内容【　新規　・　継続　】 ［家族構成］年齢・主介護者等記入、同居者は一線で表示

家　　　　族

続柄

現在受けているサービス【障害支援区分：　　　　　】

対応者所見・その他の情報 対応状況

□　情報提供のみ
□　他機関紹介
□　計画作成
訪問対応予定　　　年　　　／　　（　　　）
再来所予定　　　　年　　　／　　（　　　）

基本属性シート１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記入者：　　　　　　　　　　）

コミュニケーションスキルに関する領域

意思の伝達　　意思表示の手段　　他者からの意思伝達の理解　　情報伝達の工夫、方法　　

緊急時の連絡手段・方法（電話・緊急通報機器等）

日常生活に関する領域(身体介助の必要性とその内容)①

寝返り・体位変換　　起き上がり・横になる行為　　座位保持　　車いす等への移乗　　屋内移動

日常生活に関わる領域(身体介助の必要性とその内容)②

起床・就寝(声掛け・習慣)　　衣服の着脱(上着・ズボン等)　　食事　　排泄行為　　入浴　　整容

日常生活に関わる領域(家事援助の必要性とその内容)

調理(食事準備・後片付けも)　　洗濯(洗濯・干す・片づけ)　掃除　　衣類の補修　　

整理整頓(衣類・日用品・書類等)　金銭管理(収入支出・保管)　　代筆・電話の仲立ち等　　育児

日常生活に関わる領域(外出介助の必要性とその内容)

屋外移動　　安全確認　　買い物
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基本属性シート３
家族支援に関する領域

家族（情報・介護負担・家族関係・社会参加）

生活基盤に関する領域
経済環境

住環境（必要な場合は見取り図等を記入）

その他（記入者が特に気づいたこと）

 
＜アセスメントシート＞ 

・自分の良いところ　・得意なこと　・
自分が強いなと思うところ

・自分が苦手のこと　　　　　　　　・
少し心細いなと思うところ

聞き取
り日付

本　人

現在またはこれから、どんなことをして
いきたいか。また、何を目標にしている
か、本人は、どう思っていると思います
か。　　　　　　　　　　　　　例えば
（①暮らしの場、②日中活動、③余暇・
遊び等）

あなたが期待する本人の目標
あなたが思う、本人の強み（ストレング
ス）やよいところはどんなところですか

あなたが思う、本人の苦手なことや困っ
ていそうなところはどんなとこですか

聞き取
り日付

家族Ａ

支援メンバー
（日中活動）

支援メンバー
（暮らし等）

支援メンバー
（ガイヘル等）

友人・その他

氏名： 相談支援専門員：

・どんなとこで　だれと　どんなふうに暮らしていきたいか　・
やってみたいこと　　・めざしているもの（こと）

指定特定の相談支援専門員による本人中心アセスメントシート

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本人中心支援計画案＞ 
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次回見直し予定日 　　平成　　　年　　　月　　　日　　AM・PM　　：　　
本人署名欄：

　　　平成　　年　　月　　日　　　　　氏名

モニタリング期間
１・２・３・４・６・１２ヶ月ごと （平成　　年　　月　～　平成　　年　　月） モニタリング期間

設定理由（実施月 ４・５・６・７・８・９・１０・１１・１２・１・２・３ 月）

福祉サービス等の

種類・内容・量

（頻度・時間）

提供事業所名
（担当者名・電話）

余

暇

・

楽

し

み

・

活

動

休日や仕事の

あと、どこ

で・誰と・ど

んなことがし

たいのか

日

中

活

動

（

仕

事

な

ど
）

平日の日中は

どこで・どん

な仕事（勉

強）がしたい

のか

暮

ら

し

の

場

どこで・誰

と・どんな暮

らしがしたい

のか

利用者負担上限額 参加者

本人が希望する暮らし

総合的な援助の方針

暮らしの中での希望・目

標・課題

希望や目標を実現してい

くために（　　　）まで

に何をしていくか

それぞれの人が何をしていくのか（役割）

本人 （家族） （支援Ａ） （支援Ｂ） 留意事項

本人中心支援計画案（サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案）

利用者氏名（児童氏名） 保護者氏名（児童の場合） 本人中心支援会議実施日 平成　　年　　月　　日

会議実施場所 相談支援事業所名 計画作成担当者名

 

＜週間計画表＞ 

氏名：

月 火 水 木 金 土 日

生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン 生活プラン

4:00

6:00

8:00

10:00

12:00

14:00

16:00

18:00

20:00

22:00

0:00

2:00

4:00

本人中心支援計画（案）をふまえたサービスの利用希望と生活のイメージシート【週間計画表】

年　　　月　　　日　現在

 

相談支援専門員備考欄 週を超えて、月単位で利用する可能性のあるサービス（短期入所等）

 

氏名：

月 火 水 木 金 土 日

現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活 現在の生活

4:00

6:00

8:00

10:00

12:00

14:00

16:00

18:00

20:00

22:00

0:00

2:00

4:00

現在のサービス利用状況と一般的生活状況シート【現在の生活】

年　　　月　　　日　現在

 

特記事項
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＜モニタリングシート＞ 

西宮市長　様

上記、（１）（２）について同意し、（３）について申請します。

モニタリングシート（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）兼モニタリング期間変更届

利用者氏名（児童氏名） 保護者氏名（児童の場合） モニタリング実施日 平成　　年　　月　　日

面談場所 相談支援事業所名 計画作成担当者名

参加者

暮らしの中での希望や目標を実現し
ていくために、（　　　　　）まで

に何をしていくのか。

モニタリング時点で達成した事項及びなぜ達成できなかったかの説明

本人 （家族） （支援Ａ） （支援Ｂ）
（行政・その他自由に追

加可能）

日
中

活
動

（

仕
事

な
ど
）

平日の日中はどこで・ど
んな仕事（勉強）がした

いのか

暮
ら

し
の

場

どこで・誰と・どんな暮

らしがしたいのか

（１）提出物及び作成年月日
□　週間計画表等の提出物については右の日付で作成したものと同様とします。 サービス等利用計画案提出書類作成年月日　　平成　　年　　月　　日

□　サービス利用状況に変更があるため、週間計画表等を添付します。

余
暇

・

楽
し

み

・
活

動

休日や仕事のあと、どこ
で・誰と・どんなことが

したいのか

相談支援専門員所見

次回モニタリング日時　平成　　年　　月　　日　AM・PM　　：　　　

　平成　　年　　月　　日　 　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）同意書 担当相談支援専門員の訪問等を受け、上記モニタリング内容に同意します。

（３）計画相談支援給付費の
　　　支給内容の変更申請

モニタリング期間の変更の有無 □　なし □　あり

モニタリング期間
１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ６ ・ １２ヶ月ごと （平成　　年　　月　～　平成　　年　　月）

（実施月 ４ ・ ５ ・ ６ ・ ７ ・ ８ ・ ９ ・ １０ ・ １１ ・ １２ ・ １ ・ ２ ・ ３ 月）

モニタリング期間設定理由

 

　西宮市長　様

上記、（１）（２）について同意し、（３）について申請します。

モニタリングシート（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）
兼モニタリング期間変更届

利用者氏名

訪問日 平成　　年　　月　　日 面談場所

相談支援事業所名 計画作成担当者名

参加者

①ご本人の心身、居宅等の状況

②サービス利用の状況（現在の利用状況、内容変更の有無）

③その他必要な援助等の確認

④関係機関との調整

次回モニタリング日時　平成　　年　　月　　日　AM・PM　　：　　　

⑤相談支援専門員所見

（１）提出物及び作成年月日

□　週間計画表等の提出物については下記の日付で作成したものと同様とします。

サービス等利用計画案提出書類作成年月日　　平成　　年　　月　　日

□　サービス利用状況に変更があるため、週間計画表等を添付します。

（２）同意書 担当相談支援専門員の訪問等を受け、以上①～⑤のモニタリング内容に同意します。

モニタリング期間設定理由

　平成　　年　　月　　日　 　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）計画相談支援給付費の支給内容の変更申請

モニタリング期間の変更の有無 □　なし □　あり

モニタリング期間
１・２・３・４・６・１２ヶ月ごと（平成　　年　　月　～　平成　　年　　月）

（実施月4・5・6・7・8・9・10・11・12・1・2・3月）

 
（様式第１６号） 
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（様式第１７号） 

サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案提出依頼書 

 

年  月  日 

 

 

 

西 宮 市 長 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（第２２条第４項 

第２４条第３項 第５１条の７第４項）・児童福祉法（第２１条の５の７第４項 第

２１条の５の８第３項）の規定に基づき、支給（給付）要否決定を行うに当たって、

サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案の提出を求めます。 

提出に当たっては、下記の書類を併せて提出願います。 

 

記 

 

・計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書 

※ 既に計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の支給を受けている場合であ

って、計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の支給の期間内であるときは、

提出不要。 

 

・計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書 

※ 既に計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の支給を受けている場合であ

って、計画相談支援・障害児相談支援を担当する事業者変更がない場合は、提出

不要。 

 

提出先  西宮市 生活支援課    住所    西宮市六湛寺町１０番３号 

 

                       電話番号  0798-35-3157・3130・3923 

 

提出期限   年  月  日 

 

 〒   -     

 西宮市 ○○町 

 

      ○○   ○○     様 
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計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書 

 

西 宮 市 長  様 

 

次のとおり申請します。 

 

                      申請年月日  年  月  日 

 

 

申

請

者 

フリガナ  
生年 

月日 

明治

昭和 
大正

平成  年  月  日 
氏  名 

              

居 住 地 

〒                 

 

電話番号 

フリガナ  生年 

月日 
昭和・平成   年  月  日 

申 請 に 係 る 

児 童 氏 名 

 

続柄  

 

 

申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

 フリガナ  
申 請 者 

との関係 

 

氏  名                     

住  所 

〒 

                   

電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式第１８号） 
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計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書 

 

西 宮 市 長  様 

 

次のとおり届け出します。 

               

届出年月日   年  月  日 

 

区分 新規・変更 

 

申

請

者 

フリガナ  
生年 

月日 

明治

昭和 
大正

平成  年  月  日 
氏  名 

              

居 住 地 

〒                 

 

電話番号 

フリガナ  生年 

月日 
昭和・平成   年  月  日 

申 請 に 係 る 

児 童 氏 名 

 

続柄  

 

計画相談支援・障害児相談支援を依頼した指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所名 

 フリガナ   

事業所名                      

住  所 

〒 

                   

電話番号 

 

指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所を変更する理由（変更の場合に記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更年月日   平成   年   月   日 
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２ セルフプラン 
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